
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公的機関のウェブアクセシビリティ 
確保の取組実施状況に関する調査 

報告書 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

令和 4 年 3 月 25 日 

 

アライド・ブレインズ株式会社 



 
 

  



 
 

目 次 

１. 調査の背景 ................................................................................................................ 1 

２. 公的機関ホームページの JIS 対応状況調査 ................................................................... 3 

２-１． 実施概要 ................................................................................................................... 3 
２-２． 全体の傾向分析 ......................................................................................................... 4 
２-３． 対象団体別レポートの作成 ....................................................................................... 9 

３. 公的機関ホームページの PDF 提供実態調査 ............................................................... 10 

３-１． 実施概要 ................................................................................................................. 10 
３-２． 全体の傾向分析 ....................................................................................................... 11 

４. ウェブアクセシビリティ確保の取組実施状況に関するアンケート調査 ........................... 13 

４-１． 調査実施概要 .......................................................................................................... 13 
４-２． 調査結果 ................................................................................................................. 18 

５. 平成 29 年度と令和 2 年度調査結果の比較分析 ............................................................ 84 

５-１． 実施概要 ................................................................................................................. 84 
５-２． 比較結果 ................................................................................................................. 86 

６. 公的機関向け運用ガイドライン解説動画の作成 ........................................................... 92 

６-１． 実施概要 ................................................................................................................. 92 
６-２． 公的機関への周知 ................................................................................................... 93 

７. ウェブアクセシビリティに係る国際規格の改正に関する動向調査及び当該改正動向に基づ

く運用ガイドラインの改定に向けた調査研究 ................................................................... 94 

７-１． 調査実施概要 .......................................................................................................... 94 
７-２． 用語説明 ................................................................................................................. 94 
７-３． 山田氏ヒアリング内容の要旨 .................................................................................. 95 
７-４． 植木氏ヒアリング内容の要旨 .................................................................................. 98 
７-５． 中村氏ヒアリング内容の要旨 ................................................................................ 101 
７-６． 運用ガイドラインの改定項目及び改定内容について ............................................. 103 

 



1 
 

１.調査の背景 

平成 26 年に批准した障害者権利条約※１では、障害者が情報通信（情報通信機器及び

情報通信システムを含む。）を利用する機会を有することを確保するための適当な措置

をとることとされており、国内法（障害者基本法、障害者差別解消法）においても、 
・「国及び地方公共団体は、（中略）行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の

活用の推進に当たっては、障害者の利用の便宜が図られるよう特に配慮しなければ

ならない。」（障害者基本法第 22 条） 
・「行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配

慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に

対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。」（障害者差別解消

法第５条） 
とされている。 

このため総務省では、公的機関（国、地方公共団体、独立行政法人及び地方独立行政

法人）のウェブアクセシビリティ（高齢者や障害者を含め、誰もがホームページ等で提

供される情報や機能を支障なく利用できること）の確保・向上に取り組んでいる。 
 
ウェブアクセシビリティについての規格として、JIS X 8341-3※２が平成 16 年に公示

されており、総務省では、この規格の制定・改正に合わせてウェブアクセシビリティの

普及促進に向けた活動を行っている。 
平成 28 年に JIS X 8341-3:2016※３へと改正された際には、公的機関が、この規格に

基づいてウェブアクセシビリティ向上に取り組む際のガイドラインとなる「みんなの公

共サイト運用ガイドライン（2016 年版）」※４（以下、「運用ガイドライン」という。）及

び「みんなのアクセシビリティ評価ツール（miChecker Ver.2.0）」※ ５（以下

「miChecker」という。）を公表している。 
また、令和２年度には、この miChecker を活用し、一部の地方公共団体の公式ホー

ムページを対象とした機械的な JIS 規格対応状況調査を実施し、調査結果は各団体に通

知している。 
 
さらに、上記の機械的調査とは別に、同年に実施したアンケート調査によると、公式

ホームページに関し「ウェブアクセシビリティ方針（担当者が、当該機関全体において

ページを作成・編集する際に JIS に準拠するためのもの）を策定した」と回答している

団体が、全体の 59.5%であった。ウェブアクセシビリティ方針の策定は、ウェブアクセ

シビリティ対応を行う上で最初にすべきことであるため、公的機関のウェブアクセシビ

リティの改善に向けた取組が未だ途中であることがわかる。 
このため、本事業において、公的機関におけるウェブアクセシビリティ確保・向上等

に関する必要な取組について調査することで、公式ホームページ等のウェブアクセシビ
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リティ確保を進める上での課題を明らにし改善を促すことで、ウェブアクセシビリティ

確保・向上に向けた取組を支援することを目的とするものである。 
 
 

※１ 障害者権利条約：障害者の人権及び基本的自由の享有を確保し，障害者の固有の尊厳の

尊重を促進することを目的として，障害者の権利の実現のための措置等について定めた条約。 

※２ JIS X 8341-3：情報アクセシビリティの日本産業規格（JIS）である「高齢者・障害者等配慮設計

指針―情報通信における機器，ソフトウェア及びサービス」の個別規格として、2004 年に初め

て公示されたもので、ホームページ等を高齢者や障害者を含む誰もが利用できるものとする

ための基準が定められたもの。 

※３ JIS X 8341-3:2016：「JIS X 8341-3」が 2016 年に改定されたもの。 

※４ みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016 年版）：国及び地方公共団体等公的機関の「ウェ

ブアクセシビリティ」対応を支援するために総務省が作成したガイドライン。公的機関でウェブ

アクセシビリティへの対応が求められる背景や、JIS X 8341-3:2016 に基づき実施すべき取組

項目と手順、重視すべき考え方等を解説したもの。 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/b_free/guideline.html  

※５ みんなのアクセシビリティ評価ツール（miChecker Ver.2.0）：当該ウェブサイトにおいて、ペー

ジごとのアクセシビリティ上の問題点を自動で評価するツール。 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/b_free/michecker.html  
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２.公的機関ホームページの JIS 対応状況調査 

 
２-１．実施概要 
総務省の提供するウェブアクセシビリティ評価ツール miChecker を用いて、インター

ネットを介して機械的に JIS X 8341-3：2016 の適合レベル A 及び AA の基準への対応状

況を調査した。 
 
２-１-１.調査期間 

令和 3 年 8 月～令和 4 年 1 月 
 

２-１-２.対象団体 

・ 国の機関 46 団体 
・ 地方公共団体（町村） 926 団体 
・ 独立行政法人 87 団体 
・ 地方独立行政法人 150 団体 
※上記のうち、8 団体解析不能 

 
２-１-３.対象範囲 

公式ホームページの URL 配下のすべての HTML ファイル 1 
 
２-１-４.調査方法 

総務省の提供するウェブアクセシビリティ評価ツール miChecker2を用いて、インター

ネットを通じて機械的 3に JIS X 8341-3：2016 の適合レベル A 及び AA に問題のあるペー

ジ数 4、問題の内容を調査する。 
 
  

                                                   
1 公式ホームページのドメインで提供されているトップページからリンクを辿ってアクセス可能なページ

（HTML ファイル）を対象とする。別ドメイン、サブドメインで提供されているページは対象としない。 
2 本調査は、総務省ホームページにて公開されている「miChecker のソースコード」を活用し検証を実施

している。 
miChecker 及び miChecker のソースコードの入手方法を案内している総務省ホームページのアドレス 
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/b_free/michecker.html 
3 人による目視の調査については行わない。 
4 miChecker の基準で JIS X 8341-3：2016 の適合レベル A 及び AA の各達成基準の何れかに「問題あり」

が検出されたページの数。 
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２-１-５.調査内容 

・ 問題のあるページの割合 
公式ホームページの全ページ数（検証対象となった全 HTML ファイル数）に対し、

miChecker の基準で JIS X 8341-3：2016 の適合レベル A 及び AA の各達成基準の何

れかに「問題あり」が検出されたページ数の割合を集計。 

・ 達成基準別の問題のあるページの割合 
JIS X 8341-3:2016 の適合レベル A 及び AA の各達成基準に、公式ホームページの

全ページ数（検証対象となった全 HTML ファイル数）に対し、「問題あり」が検出

されたページの割合を集計。 

・ 検出されたページが多い指摘事項（問題の内容） 
「問題あり」の各指摘事項（問題の内容）に、公式ホームページの全ページ数（検

証対象となった全 HTML ファイル数）に対し、検出されたページの割合を集計。 

 
２-２．全体の傾向分析 
本章の数値（割合）は小数点第 3 位を四捨五入して記載している。 
 

２-２-１.団体種別ごとの結果 

適合レベル A 及び AA に「問題あり」が検出されたページの割合は、調査対象とした全

ページの 55.08%であった。 
団体種別ごとの内訳は以下の通り。 
 

図表 ２－１ 団体種別ごとの「問題あり」が検出されたページの割合（表） 

団体種別 団体数 
適合レベル A及び AAに

問題のあるページの割合 

国の機関 46 41.43% 

町村 920 52.21% 

独立行政法人 87 75.54% 

地方独立行政法人 148 79.90% 

合計 1,201 55.08% 
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２-２-２.町村の地方別の結果 

調査対象全体の適合レベル A 及び AA に「問題あり」が検出されたページの割合を集計

した。 
町村の地方別結果平均を比較すると、近畿地方で「問題あり」が検出されたページの割

合が 25.95 %と最も少ない。「問題あり」が検出されたページの割合が 50%以下の地方は、

近畿地方のほか、九州地方（42.94 %）、関東地方（44.17 %）、北陸地方（47.58 %）であ

った。 
 

図表 ２－２ 町村の地方別結果平均（表） 

地方別 団体数 
適合レベル A及び AAに

問題のあるページの割合 

北海道地方 142 77.61% 

東北地方 149 54.78% 

関東地方 126 44.17% 

信越地方 68 55.63% 

北陸地方 21 47.58% 

東海地方 64 54.87% 

近畿地方 87 25.95% 

四国地方 57 52.25% 

中国地方 52 59.28% 

九州地方 124 42.94% 

沖縄地方 30 62.26% 

合計 920 52.21% 
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２-２-３.問題の検出されたページの多い達成基準 

最も問題の多い達成基準は「1.1.1 非テキストコンテンツの達成基準【レベル A】」で調

査対象の全ページのうち 29.03 %のページで検出された。 
 
図表 ２－３ 検出されたページの多い達成基準（問題の内容）上位 10（グラフ・表） 

 
 

検出されたページの多い達成基準（問題の内容） 割合 

1.1.1非テキストコンテンツの達成基準 29.03% 

4.1.2名前（name），役割（role）及び値（value）の達成基準 21.83% 

2.4.1ブロックスキップの達成基準 20.48% 

3.1.1ページの言語の達成基準 17.95% 

1.3.1情報及び関係性の達成基準 16.27% 

3.3.2ラベル又は説明の達成基準 12.60% 

4.1.1構文解析の達成基準 11.84% 

1.4.4テキストのサイズ変更の達成基準 3.45% 

2.4.4リンクの目的（コンテキスト内）の達成基準 3.34% 

2.4.2ページタイトルの達成基準 1.48% 

 

  

29.03%

21.83%

20.48%

17.95%

16.27%

12.60%

11.84%

3.45%

3.34%

1.48%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

1.1.1非テキストコンテンツの達成基準

4.1.2名前（name），役割（role）及び値（value）の

達成基準

2.4.1ブロックスキップの達成基準

3.1.1ページの言語の達成基準

1.3.1情報及び関係性の達成基準

3.3.2ラベル又は説明の達成基準

4.1.1構文解析の達成基準

1.4.4テキストのサイズ変更の達成基準

2.4.4リンクの目的（コンテキスト内）の達成基準

2.4.2ページタイトルの達成基準
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２-２-４.問題の検出されたページの多い指摘事項（問題の内容） 

最も問題の多い指摘事項は「文書内で主に利用されている言語を※※※属性を用いて明

示してください (例： < ※※※="ja">)」で調査対象の全ページのうち 17.95 %のページで

検出された。 
 
図表 ２－４ 検出されたページの多い指摘事項（問題の内容）上位 10（グラフ） 

 

 
  

17.95%

11.77%

11.35%

10.77%

10.45%

10.34%

6.11%

4.61%

4.01%

3.45%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

文書内で主に利用されている言語を※※※属性を用いて明示して

ください (例： < ※※※="ja">)

iframe要素にtitle属性がありません。iframe要素には、フレー

ムの内容を説明するための空でないtitle属性を提供してくださ

い。※※※

画像にalt属性がありません。代替テキストを提供してくださ

い。(もし支援技術がこの画像を無視するべき場合は、 alt="" 

と設定してください)： src="※※※"

id属性の値に重複があります。(※※※)

同一テキストの繰り返しがあります： ※※※

フォーム・コントロールにlabel要素およびtitle属性が関連付け

られていません。

th要素にscope属性がありません。scope属性を適切に用いて、

データテーブルの見出しセルとデータセルを関連付けて下さい。

このページ内リンクは、ジャンプ先のアンカー"※※※"が存在し

ないため利用できません

"本文へ移動"などのスキップリンクを提供してください （本文

へジャンプ、本文へのリンク等）

フォントサイズは相対的な大きさで指定してください。※※※
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図表 ２－５ 検出されたページの多い指摘事項（問題の内容）上位 10（表） 
検出されたページの多い指摘事項（問題の内容） 割合 

文書内で主に利用されている言語を※※※属性を用いて明示してください (例： < ※※

※="ja">) 
17.95% 

iframe要素に title属性がありません。iframe要素には、フレームの内容を説明するた

めの空でない title属性を提供してください。※※※ 
11.77% 

画像に alt属性がありません。代替テキストを提供してください。(もし支援技術がこの

画像を無視するべき場合は、 alt="" と設定してください)： src="※※※" 
11.35% 

id属性の値に重複があります。(※※※) 10.77% 

同一テキストの繰り返しがあります： ※※※ 10.45% 

フォーム・コントロールに label要素および title属性が関連付けられていません。 10.34% 

th要素に scope属性がありません。scope属性を適切に用いて、データテーブルの見出

しセルとデータセルを関連付けて下さい。 
6.11% 

このページ内リンクは、ジャンプ先のアンカー"※※※"が存在しないため利用できませ

ん 
4.61% 

"本文へ移動"などのスキップリンクを提供してください （本文へジャンプ、本文への

リンク等） 
4.01% 

フォントサイズは相対的な大きさで指定してください。※※※ 3.45% 

 
２-２-５.総 HTMLファイル数別の結果 

調査対象の総 HTML ファイル数別に適合レベル A 及び AA に問題のあるページの割合

を見ると、総 HTML ファイル数「10 万以上」が最も多く全体の 65.60%であった。 
 
図表 ２－６ 総 HTML ファイル数別の「問題あり」が検出されたページの割合（表） 

総 HTMLファイル数別 団体数 

適合レベル A及び AA

に問題のあるページ

の割合 

5千未満 958 43.71% 

5千以上 1万未満 149 54.35% 

1万以上 3万未満 62 60.10% 

3万以上 5万未満 12 52.37% 

5万以上 10万未満 10 53.11% 

10万以上 10 65.60% 

合計 1,201 55.08% 
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２-３．対象団体別レポートの作成 
「地方公共団体公式ホームページの JIS 対応状況調査」の対象団体ごとの調査結果の概

要を取りまとめ、各団体に郵送で送付した。 
 

２-３-１.レポートの構成 

下図の通り、対象団体別レポートを構成し、同一の構成で各団体の調査結果を取りまと

めた。 
 

図表 ２－７ 対象団体別レポートの構成（図） 
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３.公的機関ホームページの PDF 提供実態調査 

 
３-１．実施概要 
国の機関の公式ホームページを対象に、PDF ファイルの公開数の過去 3 年の経年推移を

調査した。 
 
３-１-１.調査期間 

令和 3 年 8 月～令和 3 年 10 月 
 
３-１-２.対象団体 

国の機関（立法・司法・行政機関） 46 団体 
※上記のうち、1 件解析不能 

 
３-１-３.対象範囲 

対象団体の公式ホームページの URL 配下のすべての PDF ファイル 5 
 
３-１-４.調査方法 

（１）令和 3 年度の PDF ファイル数 
インターネットを通じて機械的に対象団体の公式ホームページの URL 配下のすべて

の PDF ファイルを集計した。 
 

（２）令和 2 年度、令和元年度の PDF ファイル数 
以下の調査結果及び公開情報等より集計した。  

・ A.A.O.ウェブサイトクオリティ実態調査 中央省庁・独法・特別民間法人第 14 回 

（アライド・ブレインズ株式会社） 

・ A.A.O.ウェブサイトクオリティ実態調査 中央省庁・独法・特別民間法人第 13 回 

（アライド・ブレインズ株式会社） 

・ 国立国会図書館インターネット資料収集保存事業 

（国立国会図書館） 

３-１-５.調査内容 

・ 令和元年～令和 3 年度の対象団体の公式ホームページの公開する PDF ファイル数の

経年推移を確認した。 

                                                   
5 公式ホームページのドメインで提供されているトップページからリンクを辿ってアクセス可能なページ

（PDF ファイル）を対象とする。別ドメイン、サブドメインで提供されているページは対象としない。 
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３-２．全体の傾向分析 
本章の数値（割合）は、平均ファイル数は小数点第 1 位を四捨五入し、その他の数値は

小数点第 2 位を四捨五入して記載している。 
 

３-２-１.PDFファイル数、HTML ファイル数 

令和３年度の PDF ファイル数は令和元年度と比較し増加しており、平均 50,852 ファイ

ルであった。 
また、HTML ファイルに比べ、PDF ファイルの掲載が多い傾向が続いており、令和 3

年度時点で PDF ファイル数は HTML ファイル数の約 1.6 倍掲載されていた。この HTML
に対する PDF ファイル数の割合は過去 3 年間増加傾向が続いている。 

 
図表 ３－１ 令和元年から令和 3 年度の平均 PDF ファイル数 HTML 数（グラフ・表） 

 

 
 

  令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

総 PDFファイル数 2,187,148 2,086,950 2,288,320 

平均 PDFファイル数 48,603 46,377 50,852 

総 HTMLファイル数 1,571,526 1,482,491 1,451,870 

平均 HTMLファイル数 34,923 32,944 32,264 

HTMLに対する PDFファイル数の割

合 
139.2% 140.8% 157.6% 

  

48,603
46,377

50,852

34,923
32,944 32,264

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

令和元年度

（n=45）

令和2年度

（n=45）

令和3年度

（n=45）

平均PDFファイル数 平均HTMLファイル数(ファイル数)
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３-２-２.PDFファイル数の推移 

団体別に令和元年度から令和 3 年度の PDF ファイル数の推移を確認すると、3 年間で

PDF 数が増加し続けている国の機関の公式ホームページは全体の 62.2%（28 団体）であ

った。 
 

図表 ３－２ PDF ファイル数の推移（グラフ・表） 

  
 

  団体数 
割合

（%） 

PDFファイル数が増加し続けている団

体 
28 62.2 

過去 3年で前年度より PDFファイル

が減少したことのある団体 
17 37.8 

 
 

  

PDFファイル数が増加し

続けている団体

62.2%

過去3年で前年度より

PDFファイルが減少し

たことのある団体

37.8%

n=45
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４.ウェブアクセシビリティ確保の取組実施状況に関するアンケー

ト調査 

 
４-１．調査実施概要 
公的機関に求められている「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016 年版）」に基

づくウェブアクセシビリティ確保の取組状況について、アンケート調査を実施した。 
 

４-１-１.調査期間 

令和3年10月8日（金）～令和3年12月24日（金） 
 

４-１-２.対象団体 

調査対象団体は以下の通り。 
 

図表 ４－１ アクセシビリティ確保取組状況調査対象団体（表） 

対象団体 対象団体数 回収数 
回収率

（%） 

国の機関(府省庁） 46 22 47.8 

地方公共団体 1,788 975 54.5 

  都道府県 47 35 74.5 

  政令指定都市 20 15 75.0 

  特別区 23 14 60.9 

  市 772 489 63.3 

 町村 926 422 45.6 

独立行政法人 87 48 55.2 

地方独立行政法人 150 74 49.3 

計 2,071 1,119 54.0 

※数値（割合）は小数点第 2 位を四捨五入して記載している。 

 
４-１-３.調査方法 

アンケート依頼方法：郵送による依頼 
回答方法：オンラインによる回答 
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４-１-４.設問 

アンケートの設問は以下の通り。 
 

図表 ４－２ アクセシビリティ確保取組状況調査設問一覧（表） 
項番 設問 

公式ホームページの管理運営を担当している方にお伺いします。ご自身のことについてお答え

ください。 

Q1 「ウェブアクセシビリティ」についてご存知ですか。 

Q2 
ウェブアクセシビリティに関する規格「JIS X 8341-3:2016」への認識度合いにつ

いて教えてください。 

Q3 
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（通称：障害者差別解消法）

が平成 28年度から施行されたことをご存知ですか。 

Q4 「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」をご存知ですか。 

Q5 

総務省は公的機関の公式ホームページを対象に、ウェブアクセシビリティ評価ツー

ル「miChecker」を用いた全ページの JIS規格対応状況調査を行いました。貴団体

の調査結果をご存知ですか。 

Q6 
貴団体の公式ホームページに関し、JIS X 8341-3:2016に基づく「試験」を実施

し、その結果を公開していますか。 

Q7 

貴団体の公式ホームページに関し、最近に実施した「試験」の JIS X 8341-3:2016

対応度をお答えください。（※なお、AAA一部準拠、AAA準拠の場合は、「AA準拠」

を選択してください） 

Q8 
貴団体の公式ホームページに関し、JIS X 8341-3:2016に基づく「試験」をどのよ

うに実施しましたか。 

Q9 

「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」において、JIS X 8341-

3:2016に基づく「試験」、ウェブアクセシビリティの検証を、専門性、客観性の観

点から、第三者に依頼することが推奨されていることをご存知ですか。 

Q10 

公式ホームページだけでなく、自団体の管理運営するすべてのサイト等が、「みん

なの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」に基づき、ウェブアクセシビリテ

ィ対応を求められていることをご存知ですか。 

（次ページに続く） 
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項番 設問 

組織全体の取組についてお答えください。 

Q11 
自団体の管理運営するすべてのサイト等のウェブアクセシビリティ対応を推進する

ために、貴団体ではどのような体制で取り組んでいますか。 

公式ホームページ以外の関連サイト等の運用管理についてうかがいます。 

Q12 
関連サイト等を所管している部署に、「みんなの公共サイト運用ガイドライン

（2016年版）」に基づく取組が求められていることを周知していますか。 

Q13 
関連サイト等のうち、貴団体が外部に公開しているサイト等について、ウェブアク

セシビリティ対応状況を検証したことがありますか。 

Q14 

関連サイト等のうち、職員向けに運用しているイントラネット、ウェブシステム

（文書管理、財務会計など）等について、ウェブアクセシビリティ対応状況を調査

したことがありますか。 

Q15 関連サイト等に関し、貴団体で今後実施を予定している取組は何ですか。 

新型コロナウィルス感染症に関する情報提供のアクセシビリティ取組状況についてうかがいま

す。 

Q16 新型コロナウィルス感染症に関する情報提供をどのような形で行っていますか。 

Q17 
新型コロナウィルス感染症に関する情報発信に当たり、障害者等にとってもわかり

やすいものとなるよう配慮を行っていますか。 

Q18 
新型コロナウィルス感染症に関する情報提供を行っているページを対象に、ウェブ

アクセシビリティの検証を行っていますか。 

（次ページに続く） 
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項番 設問 

団体全体のアクセシビリティへの取組状況についてうかがいます。 

Q19 
団体全体として、アクセシビリティ対応の対象となるコンテンツを把握しています

か。 

Q20 団体内で使用するガイドラインを策定していますか。 

Q21 
公式ホームページ（公式ホームページのスマートフォン向けサイトを含む）のウェ

ブアクセシビリティ方針の策定・公開を行っていますか。 

Q22 
公式ホームページ以外のサイト等のウェブアクセシビリティ方針の策定・公開を行

っていますか。 

Q23 
民間に管理を委託（指定管理者による管理等）する施設等のホームページ等のウェ

ブアクセシビリティ方針の策定・公開を行っていますか。 

公式ホームページのアクセシビリティへの取組状況についてうかがいます。 

Q24 団体として策定したガイドラインに則って運用していますか。 

Q25 アクセシビリティに関する職員研修を実施、又は参加していますか。 

Q26 アクセシビリティに関する検証を実施し問題点を把握していますか。 

Q27 公開しているページの改善に取り組んでいますか。 

Q28 
アクセシビリティに関する取組内容について取組確認・評価表により確認し、結果

を公式ホームページで公開していますか。 

Q29 
アクセシビリティの実現内容について、最新の JIS X 8341-3に基づく試験により

確認し、結果をホームページで公開していますか。 

Q30 アクセシビリティについて利用者の意見収集に取り組んでいますか。 

Q31 
アクセシビリティをチェックするモニター制度を設け、ホームページの改善に利用

していますか。 
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４-１-５.過去の同種調査 

過去に実施された同種調査は以下の通りである。「4-2．調査結果」において、設問が同

一である場合に、過去の調査結果の数値を併記した。調査結果を比較する際は、各調査に

おいて、対象団体、回答数が異なることに注意が必要である。 
 

図表 ４－３ 本資料に引用する過去の同種調査の対象団体及び回答数（表） 
 

  調査名 対象団体数 回答数 

2021年度 

（本調査） 

令和 3年度総務省「公的機関ウェブサイトのアク

セシビリティ確保取組状況調査」 
2,071 1,119 

2020年度 
令和 2年度総務省「公的機関ウェブサイトのアク

セシビリティ確保取組状況調査」 
1,919 1,088 

2019年度 
令和元年度総務省「公的機関ウェブサイトのアク

セシビリティ確保取組状況調査」 
993 554 

2018年度 
平成 30年度総務省「公的機関ウェブサイトのアク

セシビリティ確保取組状況調査」 
2,062 1,215 

2014年度 
国及び地方公共団体におけるウェブアクセシビリ

ティへの取組に関するアンケート 
1,828 1,030 

2010年度 
地方公共団体ホームページのアクセシビリティに

関するアンケート 
1,797 1,110 

 
 

図表 ４－４ 本資料に引用する過去の同種調査の対象団体種別（表） 
 

  
国の機関 
(府省
庁） 

都道府県 
政令指定
都市 

特別区 市 町村 
独立行政
法人 

地方独立
行政法人 

2021年度 

(本調査) 
対象 対象 対象 対象 対象 対象 対象 対象 

2020年度 対象 対象 対象 対象 対象 対象 対象 - 

2019年度 対象 対象 対象 対象 対象 - 対象 - 

2018年度 対象 対象 対象 対象 対象 対象 対象 対象 

2014年度 対象 対象 対象 対象 対象 対象 - - 

2010年度 - 対象 対象 対象 対象 対象 - - 
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４-２．調査結果 
本章の数値（割合）は小数点第 2 位を四捨五入して記載している。 
 
４-２-１.ウェブアクセシビリティの認知度（Q1）（選択式） 

公式ホームページの管理運営担当者のウェブアクセシビリティの認知度は「内容を知っ

ている」が 88.5％、「聞いたことはあるが、内容は知らない」が 9.4%であった。 
 

図表 ４－５ ウェブアクセシビリティの認知度（グラフ・表） 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

内容を知っている 88.5 990 

聞いたことはあるが、内容は知らない 9.4 105 

まったく知らない 2.1 24 

全体 100.0  1,119 

 
  

内容を知って

いる

88.5%

聞いたことは

あるが、内容

は知らない

9.4%

まったく知ら

ない

2.1%

n=1,119
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図表 ４－６ ウェブアクセシビリティの認知度 経年比較（グラフ・表） 

 

 
 

 
内容を知っている 

聞いたことはある

が、内容は知らない 
まったく知らない 

2021年度 

(n=1,119) 88.5 9.4 2.1 

2020年度 

(n=1,088) 88.3  9.0  2.7  

2019年度 

(n=554) 96.9 3.1 0.0 

2018年度 

(n=1,215) 85.3 12.8 2.0 

2014年度 

(n=1,029) 79.1 18.2 2.7 

2010年度 

(n=1,110) 76.7 19.0 4.1 

単位：% 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

注：2010年度のみ「不明」として集計された回答が 0.2%あった。 

 

  

76.7 

79.1 

85.3 

96.9 

88.3 

88.5 

19.0 

18.2 

12.8 

3.1 

9.0 

9.4 

4.1 

2.7 

2.0 

0.0 

2.7 

2.1 

0.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

2010年度

(n=1,110)

2014年度

(n=1,029)

2018年度

(n=1,215)

2019年度

(n=554)

2020年度

(n=1,088)

2021年度

(n=1,119)

内容を知っている 聞いたことはあるが、内容は知らない まったく知らない 不明
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４-２-２.JIS X 8341-3：2016の認知度（Q2）（選択式） 

公式ホームページの管理運営担当者の JIS X 8341-3：2016 の認知度は、「よく知って

いる」が 46.7％、「あることは知っているが、内容は知らない」が 40.0％であった。 
 

図表 ４－７ JIS X 8341-3：2016 の認知度（グラフ・表） 
 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

規格票を購入し、所持している 5.3 59 

よく知っている 46.7 523 

あることは知っているが、内容は知らな

い 40.0 448 

あることを知らない 8.0 89 

全体 100.0  1,119 

 
  

規格票を購入し、

所持している

5.3%

よく知っている

46.7%

あることは知っ

ているが、内

容は知らない

40.0%

あることを知らない

8.0%

n=1,119
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図表 ４－８ JIS X 8341-3：2016 の認知度 経年比較（グラフ） 

 

 
 

規格票を購入し、

所持している 
よく知っている 

あることは知って

いるが、内容は知

らない 

あることを知らな

い 

2021年度 

(n=1,119) 5.3 46.7 40.0 8.0 

2020年度 

(n=1,088) 4.6  47.3  39.9  8.2  

2019年度 

(n=554) 8.1 59.0 31.6 1.3 

2018年度 

(n=1,215) 5.5 41.1 46.8 6.5 

 
単位：% 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

注：2018年度のみ「未回答」として集計された回答が 0.1%あった。 

  

5.5 

8.1 

4.6 

5.3 

41.1 

59.0 

47.3 

46.7 

46.8 

31.6 

39.9 

40.0 

6.5 

1.3 

8.2 

8.0 

0.1

0.0

0.0 

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2018年度

(n=1,215)

2019年度

(n=554)

2020年度

(n=1,088)

2021年度

(n=1,119)

規格票を購入し、所持している よく知っている

あることは知っているが、内容は知らない あることを知らない

未回答



22 
 

４-２-３.障害者差別解消法の認知度（Q3）（選択式） 

公式ホームページの管理運営担当者の障害者差別解消法の認知度は、「施行されたこ

とも内容もよく知っている」が 57.8％、「聞いたことはあるが、内容は知らない」が

36.0％であった。 
 

図表 ４－９ 障害者差別解消法の認知度（グラフ・表） 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

施行されたことも内容もよく知っている 57.8 647 

聞いたことはあるが、内容は知らない 36.0 403 

まったく知らない 6.2 69 

全体 100.0  1,119 

 
  

施行されたこ

とも内容もよ

く知っている

57.8%

聞いたことは

あるが、内容

は知らない

36.0%

まったく知らない

6.2%

n=1,119
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図表 ４－１０ 障害者差別解消法の認知度 経年比較（グラフ） 

 

 
 施行されたことも内

容もよく知っている 

聞いたことはある

が、内容は知らない 
まったく知らない 

2021年度 

(n=1,119) 57.8 36.0 6.2 

2020年度 

(n=1,088) 58.4 34.5 7.2 

2019年度 

(n=554) 77.3 21.7 1.1 

2018年度 

(n=1,215) 59.7 35.9 4.3 

 
単位：% 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

注：2018年度のみ「未回答」として集計された回答が 0.2%あった。 

  

59.7 

77.3 

58.4 

57.8 

35.9 

21.7 

34.5 

36.0 

4.3 

1.1 

7.2 

6.2 

0.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2018年度

(n=1,215)

2019年度

(n=554)

2020年度

(n=1,088)

2021年度

(n=1,119)

施行されたことも内容もよく知っている 聞いたことはあるが、内容は知らない まったく知らない 未回答



24 
 

４-２-４.みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）の認知度（Q4）（選択式） 

 公式ホームページの管理運営担当者の「みんなの公共サイト運用ガイドライン

（2016 年版）」の認知度は、「活用している」が 34.2％、「活用はしていないが、内容

は知っている」が 30.8％であった。 
 
図表 ４－１１ みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016 年版）の認知度（グラフ・

表） 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

活用している 34.2 383 

活用はしていないが、内容は知っている 30.8 345 

策定されたことは聞いているが、内容は

知らない 20.1 225 

まったく知らない 14.8 166 

全体 100.0  1,119 

 
  

活用している

34.2%

活用はしてい

ないが、内容

は知っている

30.8%

策定されたこ

とは聞いてい

るが、内容は

知らない

20.1%

まったく知ら

ない

14.8%

n=1,119
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図表 ４－１２ みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016 年版）の認知度 経年比較

（グラフ） 
 

 
 

活用している 

活用はしていない

が、内容は知ってい

る 

策定されたことは聞

いているが、内容は

知らない 

まったく知らない 

2021年度 

(n=1,119) 
34.2 30.8 20.1 14.8 

2020年度 

(n=1,088) 35.5 29.3 22.0 13.2 

2019年度 

(n=554) 44.9 38.6 13.4 3.1 

2018年度 

(n=1,215) 29.7 35.1 24.7 10.4 

 
単位：% 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

注：2018年度のみ「未回答」として集計された回答が 0.1%あった。 

 
 

  

29.7 

44.9 

35.5 

34.2 

35.1 

38.6 

29.3 

30.8 

24.7 

13.4 

22.0 

20.1 

10.4 

3.1 

13.2 

14.8 

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2018年度

(n=1,215)

2019年度

(n=554)

2020年度

(n=1,088)

2021年度

(n=1,119)

活用している 活用はしていないが、内容は知っている

策定されたことは聞いているが、内容は知らない まったく知らない

未回答
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４-２-５.総務省「全ページの JIS規格対応状況調査結果」の認知度（Q5）（選択式） 

 公式ホームページの管理運営担当者の「全ページの JIS 規格対応状況調査結果」の認

知度は、「調査結果を活用している」が 20.8％、「活用はしていないが、調査結果は知

っている」が 38.2％であった。 
 

図表 ４－１３ 全ページの JIS 規格対応状況調査結果の認知度（グラフ・表） 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

調査結果を活用している 20.8 233 

活用はしていないが、調査結果は知って

いる 38.2 427 

調査を実施したことは知っているが、結

果は知らない 19.3 216 

まったく知らない 21.7 243 

全体 100.0  1,119 

 
  

調査結果を活用している

20.8%

活用はしていない

が、調査結果は

知っている

38.2%

調査を実施し

たことは知っ

ているが、結

果は知らない

19.3%

まったく知らない

21.7%

n=1,119
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４-２-６.JIS X 8341-3:2016「試験」の実施・公開状況（Q6）（選択式） 

 公式ホームページの JIS X 8341-3：2016 に基づく「試験」の実施・公開について、

「「試験」を実施し、結果を公開している」が 34.3％、「今のところどちらの予定もな

い」が 38.2％であった。 
 

図表 ４－１４ 「試験」の実施・公開状況（グラフ・表） 

 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

「試験」を実施し、結果を公開している 34.3 384 

「試験」を実施し、結果の公開に向けて

準備中 6.6 74 

「試験」の実施に向けて準備中 5.4 60 

「試験」の実施を検討中 15.5 174 

今のところどちらの予定もない 38.2 427 

全体 100.0  1,119 

 
 
  

「試験」を実施し、結

果を公開している

34.3%

「試験」を実施

し、結果の公開

に向けて準備中

6.6%
「試験」の実施に向け

て準備中

5.4%

「試験」の実施を検討中

15.5%

今のところどちら

の予定もない

38.2%

n=1,119
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図表 ４－１５ 「試験」の実施・公開状況 経年比較（グラフ） 
 

 

 

 
 

「試験」を実

施し、結果を

公開している 

「試験」を実

施し、結果の

公開に向けて

準備中 

「試験」の実

施に向けて準

備中 

「試験」の実

施を検討中 

今のところど

ちらの予定も

ない 

2021年度 

(n=1,119) 34.3 6.6 5.4 15.5 38.2 

2020年度 

(n=1,088) 32.5 6.8 8.2 13.9 38.6 

2018年度 

(n=1,215) 23.2 4.4 11.9 22.7 37.8 

 
単位：% 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

 
  

23.2 

32.5 

34.3 

4.4 

6.8 

6.6 

11.9 

8.2 

5.4 

22.7 

13.9 

15.5 

37.8

38.6

38.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2018年度

(n=1,215)

2020年度

(n=1,088)

2021年度

(n=1,119)

「試験」を実施し、結果を公開している 「試験」を実施し、結果の公開に向けて準備中

「試験」の実施に向けて準備中 「試験」の実施を検討中

今のところどちらの予定もない
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４-２-７.JIS X 8341-3:2016「試験」の結果（Q7）（選択式） 

 Q6 で「「試験」を実施し、結果を公開している」、「「試験」を実施し、結果の公開に向

けて準備中」と回答した公的機関の試験結果は、「AA 準拠」が 58.5％、「AA 一部準拠」

が 21.0％であった。 
 

図表 ４－１６ 「試験」の結果（グラフ・表） 
 

 
 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

AA準拠 58.5 268 

AA一部準拠 21.0 96 

A準拠 3.3 15 

A一部準拠 16.8 77 

達成した適合レベルなし 0.4 2 

全体 100.0  458 

 
  

AA準拠

58.5%

AA一部準拠

21.0%

A準拠

3.3%

A一部準拠

16.8%

達成した適

合レベルなし

0.4%

n=458
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図表 ４－１７ 「試験」の結果 経年比較（グラフ） 
 

 
 

AA準拠 AA一部準拠 A準拠 A一部準拠 

達成した適

合レベルな

し 

2021年度 

(n=458) 58.5 21.0 3.3 16.8 0.4 

2020年度 

(n=428) 58.2 23.4 2.8 15.7 0.0 

2018年度 

(n=335) 57.9 24.8 1.2 15.2 0.6 

 
単位：% 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

 
  

57.9 

58.2 

58.5 

24.8 

23.4 

21.0 

1.2 

2.8 

3.3 

15.2 

15.7 

16.8 

0.6

0.0

0.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2018年度

(n=335)

2020年度

(n=428)

2021年度

(n=458)

AA準拠 AA一部準拠 A準拠 A一部準拠 達成した適合レベルなし
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４-２-８.JIS X 8341-3:2016「試験」の実施方法（Q8）（選択式） 

 Q6 で「「試験」を実施し、結果を公開している」、「「試験」を実施し、結果の公開に向

けて準備中」と回答した公的機関の試験の実施方法は、「リニューアル業者に依頼した」

が 38.0％、「運用保守業者に依頼した」が 41.5％であった。 
 

図表 ４－１８ 「試験」の実施方法（グラフ・表） 

 
 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

自団体職員で実施した 7.4 34 

リニューアル業者に依頼した 38.0 174 

運用保守業者に依頼した 41.5 190 

リニューアル構築・運用保守業務を担当

していない第三者に依頼した 13.1 60 

全体 100.0  458 

 
  

自団体職員

で実施した

7.4%

リニューアル業

者に依頼した

38.0%
運用保守業者に依頼した

41.5%

リニューアル構築・運用保守業務を担

当していない第三者に依頼した

13.1%

n=458
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図表 ４－１９ 「試験」の実施方法 経年比較（グラフ） 
 

 
 

自団体職員で実

施した 

リニューアル業

者に依頼した 

運用保守業者に

依頼した 

リニューアル構

築・運用保守業

務を担当してい

ない第三者に依

頼した 

2021年度 

(n=458) 7.4 38.0 41.5 13.1 

2020年度 

(n=428) 8.9 46.7 34.3 10.0 

2018年度 

(n=335) 43.9 35.5 8.7 11.3 

 
単位：% 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

注：2018年度のみ「未回答」として集計された回答が 0.6%あった。 

  

43.9 

8.9 

7.4 

35.5 

46.7 

38.0 

8.7 

34.3 

41.5 

11.3 

10.0 

13.1 

0.6

0.0

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2018年度

(n=335)

2020年度

(n=428)

2021年度

(n=458)

自団体職員で実施した リニューアル業者に依頼した

運用保守業者に依頼した リニューアル構築・運用保守業務を担当していない

第三者に依頼した
未回答
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４-２-９.ウェブアクセシビリティ試験・検証の推奨される依頼先の認知度（Q9）（選択

式） 

 「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016 年版）」において、ウェブアクセシビ

リティの試験・検証について専門性、客観性の観点から、第三者に依頼することが推奨

されている点について公式ホームページの管理運営担当者の認知度は、「知っている」

が 53.4％、「このアンケートで初めて知った」が 46.6％であった。 
 

図表 ４－２０ 第三者への試験・検証の依頼推奨の認知度（グラフ・表） 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

知っている 53.4 597 

このアンケートで初めて知った 46.6 522 

全体 100.0  1,119 

 

知っている

53.4%

このアンケートで初めて知った

46.6%

n=1,119
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４-２-１０.ウェブアクセシビリティ対応の対象範囲の認知度（Q10）（選択式） 

 運用ガイドラインが定めるウェブアクセシビリティ対応の対象範囲について、公式ホ

ームページの管理運営担当者の認知度は、「よく知っている」が 48.3％、「聞いたこと

はあるが、どのようなサイト等が対象であるか十分にわからない」が 37.7％であった。 
 

図表 ４－２１ ウェブアクセシビリティ対応の対象範囲の認知度（グラフ・表） 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

よく知っている 48.3 540 

聞いたことはあるが、どのようなサイト

等が対象であるか十分にわからない 37.7 422 

まったく知らない 14.0 157 

全体 100.0  1,119 

 
  

よく知っている

48.3%

聞いたことはある

が、どのようなサイト

等が対象であるか

十分にわからない

37.7%

まったく知らない

14.0%

n=1,119
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図表 ４－２２ ウェブアクセシビリティ対応の対象範囲の認知度 経年比較（グラフ） 
 

 
 

 

よく知っている 

聞いたことはある

が、どのようなサイ

ト等が対象であるか

十分にわからない 

まったく知らない 

2021年度 

(n=1,119) 
48.3 37.7 14.0 

2020年度 

(n=1,088) 50.2 37.3 12.5 

2019年度 

(n=554) 61.7 35.0 3.2 

 
単位：% 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

  

61.7 

50.2 

48.3 

35.0 

37.3 

37.7 

3.2 

12.5 

14.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2019年度

(n=554)

2020年度

(n=1,088)

2021年度

(n=1,119)

よく知っている 聞いたことはあるが、どのようなサイト等が対象であるか十分にわからない まったく知らない
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４-２-１１.ウェブアクセシビリティ対応の体制（Q11）（複数回答） 

ウェブアクセシビリティ対応の体制は「公式ホームページの管理運営を担当している部

署が、公式ホームページのアクセシビリティ対応の取組を統括している」が 69.2％、「各

部署が個別にホームページ等の外部発注や運用を行う場合に、公式ホームページの管理運

営を担当している部署（あるいは特定のいずれかの部署）が、他部署に対しウェブアクセ

シビリティの必要性や取組手法に関する情報を提供している」が 21.6％であった。 
 

図表 ４－２３ ウェブアクセシビリティ対応推進の体制（グラフ） 

 
注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

69.2

21.6

17.2

16.2

12.0

2.2

1.8

3.7

69.4

18.7

17.6

16.0

11.4

2.2

1.6

5.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

公式ホームページの管理運営を担当している部署

が、公式ホームページのアクセシビリティ対応の取組

を統括している

各部署が個別にホームページ等の外部発注や運用を

行う場合に、公式ホームページの管理運営を担当して

いる部署（あるいは特定のいずれかの部署）が、他部

署に対しウェブアクセシビリティの必要性や取組手…

公式ホームページ、それ以外の関連サイト等に関し、

いずれもウェブアクセシビリティ対応の推進を担当す

る体制がない

公式ホームページの管理運営を担当している部署（あ

るいは特定のいずれかの部署）が、議会、教育委員

会、図書館、外郭団体等の関係機関に対しウェブアク

セシビリティの必要性や取組手法に関する情報を…

各部署が個別にホームページ等の外部発注や運用を

行う場合に、公式ホームページの管理運営を担当して

いる部署（あるいは特定のいずれかの部署）が、他部

署の対応状況の把握に取り組んでいる

団体の長が、取組の重要性と必要性を理解した上で、

取組体制の構築及び取組の推進、予算の確保にリー

ダーシップを発揮している

高齢者、障害者との連携を図り、ホームページ等のア

クセシビリティを向上するための協力体制を構築して

いる

その他
2021年度

(n=1,119)

2020年度

(n=1,088)

各部署が個別にホームページ等の外部発注や運用を行
う場合に、公式ホームページの管理運営を担当してい
る部署（あるいは特定のいずれかの部署）が、他部署
に対しウェブアクセシビリティの必要性や取組手法に

関する情報を提供している 

公式ホームページの管理運営を担当している部署（あ
るいは特定のいずれかの部署）が、議会、教育委員
会、図書館、外郭団体等の関係機関に対しウェブアク
セシビリティの必要性や取組手法に関する情報を提供

している 
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図表 ４－２４ ウェブアクセシビリティ対応推進の体制（表） 

 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

公式ホームページの管理運営を担当している部署が、公式ホームページのアクセシ

ビリティ対応の取組を統括している 69.2 774 

各部署が個別にホームページ等の外部発注や運用を行う場合に、公式ホームページ

の管理運営を担当している部署（あるいは特定のいずれかの部署）が、他部署に対

しウェブアクセシビリティの必要性や取組手法に関する情報を提供している 21.6 242 

公式ホームページ、それ以外の関連サイト等に関し、いずれもウェブアクセシビリ

ティ対応の推進を担当する体制がない 17.2 193 

公式ホームページの管理運営を担当している部署（あるいは特定のいずれかの部

署）が、議会、教育委員会、図書館、外郭団体等の関係機関に対しウェブアクセシ

ビリティの必要性や取組手法に関する情報を提供している 16.2 181 

各部署が個別にホームページ等の外部発注や運用を行う場合に、公式ホームページ

の管理運営を担当している部署（あるいは特定のいずれかの部署）が、他部署の対

応状況の把握に取り組んでいる 12.0 134 

団体の長が、取組の重要性と必要性を理解した上で、取組体制の構築及び取組の推

進、予算の確保にリーダーシップを発揮している 2.2 25 

高齢者、障害者との連携を図り、ホームページ等のアクセシビリティを向上するた

めの協力体制を構築している 1.8 20 

その他 3.7 41 
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以下に「その他」の主な回答を以下に抜粋して掲載する。 
回答は記載内容を変更せずそのまま掲載する。 
 
関連サイトのアクセシビリティ対応を推進する体制がない 

 公式ホームページの管理運営ではウェブアクセシビリティ対応を推進しているが、

その他の関連サイト等の状況は把握できていない（市） 

 自団体の管理運営するすべてのサイトでウェブアクセシビリティへの対応が求め

られていることは知っているが、今のところ取り組める体制に至っていない。

（市） 

 公式ホームページには推進体制があるが、それ以外のページでは体制がない。

（町村） 

 ホームページの管理担当者に部署独自のホームページ開設の情報が共有されず、

管理が行き届いていない。（地方独立行政法人） 

 

全職員へ周知を行っている 

 各課公式ホームページ担当職員を通してアクセシビリティの重要性、ページ作成

の方法等に関する研修を毎年実施（都道府県） 

 現在は年に一度、市ホームページ更新時におけるウェブアクセシビリティの必要

性に関する職員研修を行い、それを各所管での市ホームページの更新に生かして

もらっている。（市） 

 

各所管毎に対応を進めている 

 各部署が個別にホームページ等の外部発注や運用を行う場合は、各部署がホーム

ページ等の管理を行っている。（市） 

 個別にホームページ等の外部発注や運用を行う場合は各部署が管理を行う。（町

村） 
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４-２-１２.関連サイト等の所管部署への「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016

年版）」の周知（Q12）（複数回答） 

関連サイト等の所管部署への「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016 年版）」の

周知は「アクセシビリティの重要性、ページ作成の方法等に関して研修を実施した」が

34.6％、「「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016 年版）」が求める取組について資

料等により周知した」が 21.5％であった。 
「その他」は 43.5％であり、自由記述回答の多くは「周知を行っていない」旨の回答で

あった。 
 

図表 ４－２５ 関連サイト等の所管部署への「みんなの公共サイト運用ガイドライン

（2016 年版）」の周知（グラフ） 

 
注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 

 
  

34.6

21.5

8.7

6.4

3.1

43.5

34.2 

21.0 

7.2 

7.2 

2.9 

44.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

アクセシビリティの重要性、ページ作成の方法等に関

して研修を実施した

「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」が

求める取組について資料等により周知した

所管部署に対して、ウェブアクセシビリティ方針、ウェブ

アクセシビリティの現状把握、試験の実施など、具体的

な取組の実行を促した

「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」が

求める取組について説明する機会を設けた

関連サイト等を対象にウェブアクセシビリティの検証を

実施し、検証結果を伝えた

その他

2021年度

(n=1,119)

2020年度

(n=1,088)
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図表 ４－２６ 関連サイト等の所管部署への「みんなの公共サイト運用ガイドライン

（2016 年版）」の周知（表） 
 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

アクセシビリティの重要性、ページ作成の方法等に関して研修を実施した 34.6 387 

「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」が求める取組について資料

等により周知した 21.5 241 

所管部署に対して、ウェブアクセシビリティ方針、ウェブアクセシビリティの現状

把握、試験の実施など、具体的な取組の実行を促した 8.7 97 

「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」が求める取組について説明

する機会を設けた 6.4 72 

関連サイト等を対象にウェブアクセシビリティの検証を実施し、検証結果を伝えた 3.1 35 

その他 43.5 487 
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「その他」の自由記述回答の多くは「周知を行っていない」旨の回答であった。 
「周知を行っていない」以外の「その他」の主な回答を以下に抜粋して掲載する。 
回答は記載内容を変更せずそのまま掲載する。 
 
今後、関連サイト等の所管部署への周知を行う予定 

 市ホームページについては、ホームページ作成マニュアルの一部として本取組の

必要性を周知しているが、関連サイトについては今後周知していく予定（令和 3

年 11 月～12 月予定）（市） 

 アクセシビリティの重要性ページの作成の方法等に関して研修を実施する予定

（町村） 

 ガイドラインに基づき、今後具体的に取組む予定である。（地方独立行政法人） 

 
関連サイトは所管外のため周知していない 

 所管部署に対して、管理運営を担当している課から周知したことはない。（市） 

 関連サイト等を所管する部署にアクセシビリティの管理を任せている（町村） 

 
新型コロナウイルス感染症の影響で今年度の周知ができなかった 

 コロナ感染防止のため研修を実施していない。次年度は実施予定（市） 
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４-２-１３.外部に公開している関連サイトのウェブアクセシビリティ対応状況の検証

（Q13）（複数回答） 

関連サイトのうち、外部に公開している関連サイトのウェブアクセシビリティ対応状

況の検証は「公式ホームページを所管している部署等が主導し、ウェブアクセシビリテ

ィの検証を実施した」が 18.9％であった。 
「その他」が 72.6％あり、自由記述回答の多くは「検証を行っていない」旨の回答

であった。 
 
図表 ４－２７ 外部に公開している関連サイトのウェブアクセシビリティ対応状況の検証

（グラフ） 
 

 
注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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公式ホームページを所管している部署等が主導し、

ウェブアクセシビリティの検証を実施した

各所管課が、ウェブアクセシビリティの検証を実施した

その他

2021年度

(n=1,119)
2020年度

(n=1,088)
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図表 ４－２８ 外部に公開している関連サイトのウェブアクセシビリティ対応状況の検証

（表） 
 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

公式ホームページを所管している部署等が主導し、ウェブアクセシビリティの検

証を実施した 18.9 212 

各所管課が、ウェブアクセシビリティの検証を実施した 9.6 107 

その他 72.6 812 
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「その他」の自由記述回答の多くは「検証を行っていない」旨の回答であった。 
「検証を行っていない」以外の「その他」の主な回答を以下に抜粋して掲載する。 
回答は記載内容を変更せずそのまま掲載する。 
 
一部の関連サイト等においてのみ検証を実施した 

 各所管課で検証実施の有無が異なる。（市） 

 今後検証予定のものも有り（町村） 

 検証を実施した所属も一部ある。（地方独立行政法人） 

 

miChecker を活用した検証を実施した 

 miChecker を用いてウェブアクセシビリティの状況を把握し、所管課に口頭で説

明した。（市） 

 miChecker の実行のみ行った（独立行政法人） 

 

関連サイト等の所管部署に検証の実施を促した 

 担当部局お関連サイトを構築する際に、仕様書に Web アクセシビリティの準拠に

ついて明示されているか確認を行っている。（府省庁） 

 関連サイトについては、本市ウェブアクセシビリティガイドラインで、ウェブア

クセシビリティに対応することが望ましいとしている。対応状況検証までについ

ては実施及び言及はしていない。（政令指定都市） 

 アクセシビリティへ取り組むよう促したが、実施は各所管に任せている状態であ

る。（町村） 

 

関連サイト等の検証を今後行う予定である 

 検証していない。今後、検証しているか調査を実施する。（令和 3 年 11 月～12

月予定）（市） 

 把握していないが、今後の実施に向けて検討中（市） 

 

関連サイト等の検証状況を把握していない 

 対象サイト等が多いため、把握していない（市） 

 各所管課管理のため不明（市）  
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４-２-１４.職員向けイントラネット、業務アプリケーション等のウェブアクセシビリテ

ィ対応状況の検証（Q14）（複数回答） 

 
関連サイトのうち、職員向けイントラネット、業務アプリケーション等のウェブアク

セシビリティ対応状況の検証は、「公式ホームページを所管している部署等が主導し、

ウェブアクセシビリティの検証を実施した」が 6.9％であった。 
「その他」が 87.0％あり、自由記述回答の多くは「検証を行っていない」旨の回答

であった。 
 
図表 ４－２９ 職員向けイントラネット、業務アプリケーション等のウェブアクセシビリ

ティ対応状況の検証（グラフ） 

 
注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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その他
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2020年度
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図表 ４－３０ 職員向けイントラネット、業務アプリケーション等のウェブアクセシビリ

ティ対応状況の検証（表） 
 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

公式ホームページを所管している部署等が主導し、ウェブアクセシビリティの検

証を実施した 6.9 77 

各所管課が、ウェブアクセシビリティの検証を実施した 6.5 73 

その他 87.0 973 
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「その他」の自由記述回答の多くは「検証を行っていない」旨の回答であった。 
「検証を行っていない」以外の「その他」の主な回答を以下に抜粋して掲載する。 
回答は記載内容を変更せずそのまま掲載する。 
 
アクセシビリティ対応を調達の条件とした 

 情報管理担当部署が状況を把握し，システムの更新時には対応したシステムとな

るよう仕様書に入れるなどしている（市） 

 検証したことはなく、外部発注先の仕様による（独立行政法人） 

 

検証以外の対応を行っている 

 ウェブアクセシビリティの調査は行っていないが、職員からの意見を元に随時改

修を行っている。（都道府県） 

 検証は行っていないが、職員課で把握している対応が必要な職員等に対しては、

端末の入れ替え（ノート型端末だと見えづらいためデスクトップ型に変更）や、

端末に表示されているものの色を反転させる等の対応は行っている。（市） 

 

関連サイト等の所管部署に検証の実施を促した 

 所管課に必要性について伝達しているが、費用面などの理由で改善の実現には至

っていない。（市） 

 各所管課に対し、ウェブアクセシビリティの取組みの推進について情報共有した

（市） 

 
関連サイト等の検証を今後行う予定である 

 今月から障がいをもった職員などから庁内関連のウェブ等への意見を聞く機会を

設ける予定（市） 

 現時点では検証を行えていないが、今後担当部署との協議を進めていきたい（町

村） 

 

関連サイト等の検証状況を把握していない 

 所管外のため不明（市） 

 パッケージ利用のため、調査は行ってない（都道府県）  
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４-２-１５.関連サイト等に関する今後実施予定の取組（Q15）（複数回答） 

 
関連サイト等に関する今後実施予定の取組は「関連サイト等の所管部署に、「みんな

の公共サイト運用ガイドライン（2016 年版）」が求める取組について資料等により周知

する」が 32.6％、「関連サイト等の所管部署に、アクセシビリティの重要性、ページ作

成の方法等に関して研修を実施する」が 26.5％であった。 
「その他」が 32.0％あり、自由記述回答の多くは「今後予定している取組がない」

旨の回答であった。 
 

 
図表 ４－３１ 関連サイト等に関する今後実施予定の取組（グラフ） 

 
注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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30.3 
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関連サイト等の所管部署に、「みんなの公共サイト運

用ガイドライン（2016年版）」が求める取組について資

料等により周知する

関連サイト等の所管部署に、アクセシビリティの重要

性、ページ作成の方法等に関して研修を実施する

関連サイト等の運営数、所管部署等を調査する

関連サイト等の所管部署に対して、ウェブアクセシビリ

ティ方針、ウェブアクセシビリティの現状把握、試験の

実施など、具体的な取組の実行を促す

関連サイト等の所管部署に、「みんなの公共サイト運

用ガイドライン（2016年版）」が求める取組について説

明する機会を設ける

関連サイト等を含めて団体内で統一的に使用するガイ

ドラインを策定する

関連サイト等を対象にウェブアクセシビリティの検証を

実施し、所管部署に検証結果を伝える

その他

2021年度

(n=1,119)

2020年度

(n=1,088)
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図表 ４－３２ 関連サイト等に関する今後実施予定の取組（表） 
 

選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

関連サイト等の所管部署に、「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年

版）」が求める取組について資料等により周知する 32.6 365 

関連サイト等の所管部署に、アクセシビリティの重要性、ページ作成の方法等に

関して研修を実施する 26.5 296 

関連サイト等の運営数、所管部署等を調査する 16.8 188 

関連サイト等の所管部署に対して、ウェブアクセシビリティ方針、ウェブアクセ

シビリティの現状把握、試験の実施など、具体的な取組の実行を促す 11.0 123 

関連サイト等の所管部署に、「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年

版）」が求める取組について説明する機会を設ける 7.8 87 

関連サイト等を含めて団体内で統一的に使用するガイドラインを策定する 6.3 71 

関連サイト等を対象にウェブアクセシビリティの検証を実施し、所管部署に検証

結果を伝える 4.9 55 

その他 32.0 358 

 
  



50 
 

「その他」の自由記述回答の多くは「今後予定している取組がない」旨の回答であった。 
「今後予定している取組がない」以外の「その他」の主な回答を以下に抜粋して掲載する。 
回答は記載内容を変更せずそのまま掲載する。 
 
 
ガイドラインを作成、運用する 

 令和 2 年 3 月に作成したウェブアクセシビリティガイドライン（改訂版）につい

て、周知を図る。（都道府県） 

 市ホームページのガイドラインに準ずるよう求める（市） 

 利用者から対応の要望に応じて、可能な範囲で取組を行う。団体として策定した

ガイドラインを、年 1 回程度見直す。（独立行政法人） 

 統一的に使用するガイドラインの策定を検討中（独立行政法人） 

 
リニューアルを機にウェブアクセシビリティ対応を行う 

 現状把握の際に、サイトリニューアルの時点で見直すことが現実的、効果的と考

えられたため、市ホームページ担当課で委託するときの方針等の策定を検討して

いる。（市） 

 リニューアルを機に見直しを行う（町村） 

 令和４年３月末までに適合レベル AA に準拠したホームページにリニューアルす

る予定である。（地方独立行政法人） 

 

関連サイトを公式サイトに統合する 

 公式ホームページのリニューアルを気に、ウェブアクセシビリティが担保されて

いない関連サイト等を公式ホームページに統合し、ウェブアクセシビリティの向

上を図る。（市） 

 原則として本サイトと統合し、アクセシビリティの検証を行う（市） 
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４-２-１６.新型コロナウイルス感染症に関する情報提供（Q16）（複数回答） 

 
新型コロナウイルス感染症に関する情報提供は「公式ホームページで情報を提供して

いる」が 96.4％、「公式ホームページと同一ドメイン内の別デザインのサイトを構築し

情報を提供している」が 6.1％であった。 
 

図表 ４－３３ 新型コロナウイルス感染症に関する情報提供（グラフ） 

 
注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－３４ 新型コロナウイルス感染症に関する情報提供（表） 
 

選択肢 回答率（%） 回答数 

公式ホームページで情報を提供している 96.4 1,079 

公式ホームページと同一ドメイン内の別デザインのサイトを構築し情報を

提供している 6.1 68 

別ドメインのサイトを構築し情報を提供している 2.6 29 

わからない／該当する情報提供を行っていない 1.8 20 
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４-２-１７.新型コロナウイルス感染症に関する情報提供の際の配慮（Q17）（複数回答） 

 
新型コロナウイルス感染症に関する情報提供の際の障害者等への配慮は、「画像に代

替テキストを付与している」が 55.0％、「色のコントラストに配慮している」が 51.2％
であった。 

 
図表 ４－３５ 新型コロナウイルス感染症に関する情報提供の際の配慮（グラフ） 

 

※1から 4とは選択肢「画像に代替テキストを付与している」「動画の代替情報（字幕やテキストなど）

を提供している」「読み上げやすい表を掲載している」「色のコントラストに配慮している」を示してい

る。 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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5.7 

6.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

画像に代替テキストを付与している

色のコントラストに配慮している

読み上げやすい表を掲載している

1から4以外の点で、JIS X 8341-3:2016で求められて

いる対応を行っている※

動画の代替情報（字幕やテキストなど）を提供している

わからない／配慮を行っていない

障害者にも配慮した相談窓口を開設した

その他

2021年度

(n=1,119)

2020年度

(n=1,088)
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図表 ４－３６ 新型コロナウイルス感染症に関する情報提供の際の配慮（表） 

 
選択肢 回答率（%） 回答数 

画像に代替テキストを付与している 55.0 616 

色のコントラストに配慮している 51.2 573 

読み上げやすい表を掲載している 37.4 419 

1から 4以外の点で、JIS X 8341-3:2016で求められている対応を行ってい

る（※） 23.3 261 

動画の代替情報（字幕やテキストなど）を提供している 22.1 247 

わからない／配慮を行っていない 17.1 191 

障害者にも配慮した相談窓口を開設した 10.2 114 

その他 6.5 73 

 
※1から 4とは選択肢「画像に代替テキストを付与している」「動画の代替情報（字幕やテキストなど）

を提供している」「読み上げやすい表を掲載している」「色のコントラストに配慮している」を示してい

る。  
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以下に「その他」の主な回答を抜粋して掲載する。 
回答は記載内容を変更せずそのまま掲載する。 
 
動画による情報提供 

 ワクチン接種の予約方法・当日の流れについて動画を作成した。（市） 

 会見の動画について手話つきのものをウェブサイトに掲載している。また、会見

の内容をテキスト化し掲載している。（都道府県） 

 

探しやすさに配慮 

 緊急時トップページを作成し、新型コロナウイルスに関する情報を 1 ページに取

りまとめ、閲覧しやすくした。（市） 

 情報にたどり着きやすいよう、簡単に飛べるアイコンをトップページに配置して

いる（市） 

 カテゴリーの分け方・目的とする記事の探しやすさ等、住民からの要望があった

際に対応を行っている。（町村） 

 

テキストを中心とした情報提供 

 できる限りテキストを主に情報発信（市） 

 音声ブラウザに配慮し、正確な読み上げができるようページを作成している。ま

た、文字サイズは読みやすい大きさに変更できるようにしている。（市） 

 必要な情報に絞り、シンプルなテキストでの構成としたほか、関係者には、ポー

タルメール等で別途情報提供を行った。（地方独立行政法人） 

 基本的にテキストのみで、情報を発信している。（地方独立行政法人） 

 

やさしい日本語 

 外国人向けのやさしい日本語のページを作成した（都道府県） 

 一部の情報を「やさしい日本語」で発信した。（市） 

 

押しやすいリンク 

 マウスポインターなどの操作が不自由な方でも押しやすいリンクを作成している

（町村） 
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４-２-１８.新型コロナウイルス感染症に関する情報のアクセシビリティ検証（Q18）（複

数回答） 

 
新型コロナウイルス感染症に関する情報のアクセシビリティ検証は、「わからない／

検証を行っていない」が 63.3％、「自団体職員が miChecker などのチェックツールを

用いて検証した」が 14.0％であった。 
 
図表 ４－３７ 新型コロナウイルス感染症に関する情報のアクセシビリティ検証（グラフ） 

   
 注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。   

  

 

 

 

  

63.3

14.0

11.4

11.0

2.9

0.4

66.0 

14.4 

11.9 

8.2 

1.9 

0.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

わからない／検証を行っていない

自団体職員がmiCheckerなどのチェックツールを用い

て検証した

自団体職員がJISの達成基準に基づいて検証した

運用保守業者に検証を依頼した

専門性を有する第三者に検証を依頼した

障害者に利用してもらい問題がないか確認した

2021年度

(n=1,119)

2020年度

(n=1,088)
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図表 ４－３８ 新型コロナウイルス感染症に関する情報のアクセシビリティ検証（表） 
 

選択肢 回答率（%） 回答数 

わからない／検証を行っていない 63.3 708 

自団体職員が miCheckerなどのチェックツールを用いて検証した 14.0 157 

自団体職員が JISの達成基準に基づいて検証した 11.4 128 

運用保守業者に検証を依頼した 11.0 123 

専門性を有する第三者に検証を依頼した 2.9 33 

障害者に利用してもらい問題がないか確認した 0.4 4 
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４-２-１９.アクセシビリティ対応の対象把握状況（Q19）（選択式） 

アクセシビリティ対応の対象把握について何らかの取組を行なっている 1~4 点（※）

の団体は全体の 51.9％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－３９ アクセシビリティ対応の対象把握状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 

回答率

（%） 
回答数 

0点 

団体全体としてアクセシビリティ対応の対象となるコンテンツを把握して

いない（0点） 48.1 538 

1点 

公式ホームページの管理運営担当部署として分かる範囲でリスト化してい

る（1点） 24.2 271 

2点 

過去に団体全体としてアクセシビリティ対応の対象となるコンテンツを洗

い出し把握したことがある（2点） 16.3 182 

3点 

団体全体として定期的にアクセシビリティ対応の対象となるコンテンツを

洗い出し把握している（3点） 8.9 100 

4点 

団体全体として定期的にアクセシビリティ対応の対象となるコンテンツを

一般に公開しない職員向けのものも含めて洗い出し把握している（4点） 2.5 28 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照 
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図表 ４－４０ 団体種別毎のアクセシビリティ対応の対象把握状況（グラフ・表） 

 
  団体全体として

アクセシビリテ

ィ対応の対象と

なるコンテンツ

を把握していな

い（0点） 

公式ホームペー

ジの管理運営担

当部署として分

かる範囲でリス

ト化している（1

点） 

過去に団体全体

としてアクセシ

ビリティ対応の

対象となるコン

テンツを洗い出

し把握したこと

がある（2 点） 

団体全体として

定期的にアクセ

シビリティ対応

の対象となるコ

ンテンツを洗い

出し把握してい

る（3点） 

団体全体として

定期的にアクセ

シビリティ対応

の対象となるコ

ンテンツを一般

に公開しない職

員向けのものも

含めて洗い出し

把握している（4

点） 

全体(n=1,119) 48.1(538) 24.2(271) 16.3(182) 8.9(100) 2.5(28) 

府省庁(n=22) 13.6(3) 22.7(5) 18.2(4) 36.4(8) 9.1(2) 

都道府県(n=35) 14.3(5) 48.6(17) 20.0(7) 11.4(4) 5.7(2) 

政令指定都市(n=15) 13.3(2) 6.7(1) 20.0(3) 33.3(5) 26.7(4) 

特別区(n=14) 50.0(7) 28.6(4) 14.3(2) 0.0(0) 7.1(1) 

市(n=489) 43.4(212) 27.0(132) 16.6(81) 11.0(54) 2.0(10) 

町村(n=422) 61.8(261) 19.2(81) 13.5(57) 4.0(17) 1.4(6) 

独立行政法人(n=48) 25.0(12) 25.0(12) 29.2(14) 16.7(8) 4.2(2) 

地方独立行政法人

(n=74) 48.6(36) 25.7(19) 18.9(14) 5.4(4) 1.4(1) 

単位：%（カッコ内は回答数）  
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４-２-２０.ガイドラインの策定状況（Q20）（選択式） 

団体内で使用するガイドラインについて何らかの取組を行なっている 1~4 点（※）

の団体は全体の 52.2％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－４１ ガイドラインの策定状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 回答率（%） 回答数 

0点 団体内で使用するガイドラインを策定していない（0点） 47.8 535 

1点 団体内で使用するガイドラインを策定している（1点） 21.2 237 

2点 

団体内で使用するガイドラインを、ウェブアクセシビリティ方針

で目標としている達成基準を網羅し策定している（2点） 6.6 74 

3点 

団体内で使用するガイドラインを策定しており、JIS X 8341-

3:2016に対応している（3点） 18.7 209 

4点 

JIS X 8341-3:2016に対応するとともに毎年アクセシビリティに関

するガイドラインを確認し、必要に応じて見直している（4点） 5.7 64 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－４２ 団体種別毎のガイドラインの策定状況（グラフ・表） 

 

 
 

  団体内で使用す

るガイドライン

を策定していな

い（0点） 

団体内で使用す

るガイドライン

を策定している

（1 点） 

団体内で使用す

るガイドライン

を、ウェブアク

セシビリティ方

針で目標として

いる達成基準を

網羅し策定して

いる（2点） 

団体内で使用す

るガイドライン

を策定してお

り、JIS X 8341-

3:2016 に対応し

ている（3 点） 

JIS X 8341-

3:2016 に対応す

るとともに毎年

アクセシビリテ

ィに関するガイ

ドラインを確認

し、必要に応じ

て見直している

（4 点） 

全体(n=1,119) 47.8(535) 21.2(237) 6.6(74) 18.7(209) 5.7(64) 

府省庁(n=22) 27.3(6) 13.6(3) 4.5(1) 31.8(7) 22.7(5) 

都道府県(n=35) 11.4(4) 31.4(11) 5.7(2) 22.9(8) 28.6(10) 

政令指定都市(n=15) 33.3(5) 0.0(0) 0.0(0) 20.0(3) 46.7(7) 

特別区(n=14) 28.6(4) 21.4(3) 7.1(1) 35.7(5) 7.1(1) 

市(n=489) 35.2(172) 25.4(124) 8.6(42) 25.4(124) 5.5(27) 

町村(n=422) 64.0(270) 19.4(82) 4.5(19) 10.0(42) 2.1(9) 

独立行政法人(n=48) 31.3(15) 14.6(7) 14.6(7) 31.3(15) 8.3(4) 

地方独立行政法人

(n=74) 79.7(59) 9.5(7) 2.7(2) 6.8(5) 1.4(1) 

単位：%（カッコ内は回答数） 
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４-２-２１.公式ホームページのウェブアクセシビリティ方針の策定・公開状況（Q21）

(選択式) 

 公式ホームページのウェブアクセシビリティ方針について何らかの取組を行なってい

る 1~4 点（※）の団体は全体の 59.8％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 
図表 ４－４３ 公式ホームページのウェブアクセシビリティ方針の策定・公開状況（グラ

フ・表） 

 
 

点数 選択肢 
回答率

（%） 
回答数 

0点 ウェブアクセシビリティ方針の策定・公開を行っていない（0点） 40.1 449 

1点 ウェブアクセシビリティ方針を策定したが公開していない（1点） 11.4 128 

2点 

全 HTMLを対象としてウェブアクセシビリティ方針を策定・公開し取り組

んでいる（2点） 29.9 335 

3点 

全 HTMLを対象としてウェブアクセシビリティ方針を策定・公開し、方針

の見直しを行いながら取り組んでいる（3点） 13.5 151 

4点 

ＰＤＦ等を含む全コンテンツを対象としてウェブアクセシビリティ方針を

策定・公開し、方針の見直しを行いながら取り組んでいる（4点） 5.0 56 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－４４ 団体種別毎の公式ホームページのウェブアクセシビリティ方針の策定・公

開状況（グラフ・表） 

 
 

  ウェブアクセシ

ビリティ方針の

策定・公開を行

っていない（0

点） 

ウェブアクセシ

ビリティ方針を

策定したが公開

していない（1

点） 

全 HTMLを対象と

してウェブアク

セシビリティ方

針を策定・公開

し取り組んでい

る（2点） 

全 HTMLを対象と

してウェブアク

セシビリティ方

針を策定・公開

し、方針の見直

しを行いながら

取り組んでいる

（3 点） 

ＰＤＦ等を含む

全コンテンツを

対象としてウェ

ブアクセシビリ

ティ方針を策

定・公開し、方

針の見直しを行

いながら取り組

んでいる（4

点） 

全体(n=1,119) 40.1(449) 11.4(128) 29.9(335) 13.5(151) 5.0(56) 

府省庁(n=22) 13.6(3) 9.1(2) 18.2(4) 36.4(8) 22.7(5) 

都道府県(n=35) 0.0(0) 5.7(2) 25.7(9) 57.1(20) 11.4(4) 

政令指定都市(n=15) 0.0(0) 0.0(0) 20.0(3) 60.0(9) 20.0(3) 

特別区(n=14) 7.1(1) 14.3(2) 50.0(7) 21.4(3) 7.1(1) 

市(n=489) 24.3(119) 13.3(65) 40.3(197) 16.6(81) 5.5(27) 

町村(n=422) 60.4(255) 11.1(47) 21.3(90) 4.3(18) 2.8(12) 

独立行政法人(n=48) 33.3(16) 10.4(5) 31.3(15) 18.8(9) 6.3(3) 

地方独立行政法人

(n=74) 74.3(55) 6.8(5) 13.5(10) 4.1(3) 1.4(1) 

単位：%（カッコ内は回答数）  
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４-２-２２.公式ホームページ以外のウェブアクセシビリティ方針の策定・公開状況（Q22）

（選択式） 

 公式ホームページ以外のウェブアクセシビリティ方針の策定・公開について何らかの

取組を行なっている 1~4 点（※）の団体は全体の 17.2％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 
図表 ４－４５ 公式ホームページ以外のウェブアクセシビリティ方針の策定・公開状況

（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 回答率（%） 回答数 

0点 ウェブアクセシビリティ方針の策定・公開を行っていない（0点） 63.2 707 

1点 

ウェブアクセシビリティ方針を策定している対象があるが、公開

はしていない（1点） 10.3 115 

2点 

対象の半数以上についてウェブアクセシビリティ方針を策定・公

開し取り組んでいる（2点） 2.9 33 

3点 

対象のすべてについてウェブアクセシビリティ方針を策定・公開

し取り組んでいる（3点） 2.7 30 

4点 

対象のすべてについてウェブアクセシビリティ方針を策定・公開

し、方針の見直しを行いながら取り組んでいる（4点） 1.3 14 

- 公式ホームページ以外のサイト等がない 19.7 220 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－４６ 団体種別毎の公式ホームページ以外のウェブアクセシビリティ方針の策

定・公開状況（グラフ・表） 

 
 

  ウェブアクセ

シビリティ方

針の策定・公

開を行ってい

ない（0点） 

ウェブアクセ

シビリティ方

針を策定して

いる対象があ

るが、公開は

していない（1

点） 

対象の半数以

上についてウ

ェブアクセシ

ビリティ方針

を策定・公開

し取り組んで

いる（2点） 

対象のすべて

についてウェ

ブアクセシビ

リティ方針を

策定・公開し

取り組んでい

る（3点） 

対象のすべて

についてウェ

ブアクセシビ

リティ方針を

策定・公開

し、方針の見

直しを行いな

がら取り組ん

でいる（4

点） 

公式ホーム

ページ以外

のサイト等

がない 

全体(n=1,119) 63.2(707) 10.3(115) 2.9(33) 2.7(30) 1.3(14) 19.7(220) 

府省庁(n=22) 27.3(6) 13.6(3) 13.6(3) 9.1(2) 4.5(1) 31.8(7) 

都道府県(n=35) 45.7(16) 34.3(12) 8.6(3) 5.7(2) 2.9(1) 2.9(1) 

政令指定都市(n=15) 33.3(5) 46.7(7) 13.3(2) 6.7(1) 0.0(0) 0.0(0) 

特別区(n=14) 71.4(10) 21.4(3) 7.1(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 

市(n=489) 72.8(356) 11.2(55) 2.9(14) 2.0(10) 1.8(9) 9.2(45) 

町村(n=422) 60.9(257) 5.9(25) 1.4(6) 2.8(12) 0.7(3) 28.2(119) 

独立行政法人(n=48) 47.9(23) 14.6(7) 8.3(4) 4.2(2) 0.0(0) 25.0(12) 

地方独立行政法人

(n=74) 45.9(34) 4.1(3) 0.0(0) 1.4(1) 0.0(0) 48.6(36) 

単位：%（カッコ内は回答数）  
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４-２-２３.民間に管理を委託するホームページのウェブアクセシビリティ方針の策定・

公開状況（Q23）（選択式） 

 民間に管理を委託するホームページのウェブアクセシビリティ方針の策定・公開につ

いて何らかの取組を行なっている 1~4 点（※）の団体は全体の 18.3％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 
図表 ４－４７ 民間に管理を委託するホームページのウェブアクセシビリティ方針の策

定・公開状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 

回答率

（%） 
回答数 

0点 ウェブアクセシビリティに関する取組を行っていない（0点） 56.7 635 

1点 

外部発注の仕様書及び業者選定において、ウェブアクセシビリティの確保

を求めている（1点） 15.2 170 

2点 

対象の半数以上についてウェブアクセシビリティ方針を策定・公開し取り

組んでいる（2点） 1.4 16 

3点 

対象のすべてについてウェブアクセシビリティ方針を策定・公開し取り組

んでいる（3点） 1.1 12 

4点 

対象のすべてについてウェブアクセシビリティ方針を策定・公開し、方針

の見直しを行いながら取り組んでいる（4点） 0.6 7 

- 

民間に管理を委託（指定管理者による管理等）する施設等のホームページ

等がない 24.9 279 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－４８ 団体種別毎の民間に管理を委託するホームページのウェブアクセシビリテ

ィ方針の策定・公開状況（グラフ・表） 

 
 

  ウェブアクセ

シビリティに

関する取組を

行っていない

（0 点） 

外部発注の仕

様書及び業者

選定におい

て、ウェブア

クセシビリテ

ィの確保を求

めている（1

点） 

対象の半数以

上についてウ

ェブアクセシ

ビリティ方針

を策定・公開

し取り組んで

いる（2点） 

対象のすべて

についてウェ

ブアクセシビ

リティ方針を

策定・公開し

取り組んでい

る（3点） 

対象のすべて

についてウェ

ブアクセシビ

リティ方針を

策定・公開

し、方針の見

直しを行いな

がら取り組ん

でいる（4

点） 

民間に管理

を委託する

施設等のホ

ームページ

等がない 

全体(n=1,119) 56.7(635) 15.2(170) 1.4(16) 1.1(12) 0.6(7) 24.9(279) 

府省庁(n=22) 0.0(0) 27.3(6) 0.0(0) 0.0(0) 4.5(1) 68.2(15) 

都道府県(n=35) 31.4(11) 51.4(18) 5.7(2) 2.9(1) 2.9(1) 5.7(2) 

政令指定都市(n=15) 26.7(4) 66.7(10) 6.7(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 

特別区(n=14) 71.4(10) 28.6(4) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 

市(n=489) 73.6(360) 15.3(75) 1.6(8) 0.8(4) 0.4(2) 8.2(40) 

町村(n=422) 54.5(230) 10.2(43) 0.9(4) 1.4(6) 0.5(2) 32.5(137) 

独立行政法人(n=48) 12.5(6) 14.6(7) 2.1(1) 2.1(1) 2.1(1) 66.7(32) 

地方独立行政法人

(n=74) 18.9(14) 9.5(7) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 71.6(53) 

単位：%（カッコ内は回答数）  
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0点 1点 2点 3点 4点 民間に管理を委託（指定管理者による管理等）する施設等のホームページ等がない
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４-２-２４.策定したガイドラインの運用状況（Q24）（選択式） 

 策定したガイドラインに則り運用している 1~4 点（※）の団体は全体の 54.5％であ

った。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－４９ 策定したガイドラインの運用状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 回答率（%） 回答数 

0点 

団体として策定した共通のガイドラインがない、或いはガイドラ

インがあるかどうかわからない（0点） 45.5 509 

1点 

団体として策定した共通のガイドラインの存在は知っているが活

用していない（1点） 2.8 31 

2点 

団体として策定した共通のガイドラインを一部活用している（2

点） 8.9 100 

3点 

団体として策定した共通のガイドラインに則って運用している（3

点） 36.4 407 

4点 

団体として策定した共通のガイドラインに則って運用するととも

に、ガイドラインの見直すべき点を洗い出し、見直しに参加して

いる（4点） 6.4 72 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－５０ 団体種別毎の策定したガイドラインの運用状況（グラフ・表） 
 

 
 

  団体として策定

した共通のガイ

ドラインがな

い、或いはガイ

ドラインがある

かどうかわから

ない（0点） 

団体として策定

した共通のガイ

ドラインの存在

は知っているが

活用していない

（1 点） 

団体として策定

した共通のガイ

ドラインを一部

活用している（2

点） 

.団体として策定

した共通のガイ

ドラインに則っ

て運用している

（3 点） 

団体として策定

した共通のガイ

ドラインに則っ

て運用するとと

もに、ガイドラ

インの見直すべ

き点を洗い出

し、見直しに参

加している（4

点） 

全体(n=1,119) 45.5(509) 2.8(31) 8.9(100) 36.4(407) 6.4(72) 

府省庁(n=22) 27.3(6) 0.0(0) 4.5(1) 45.5(10) 22.7(5) 

都道府県(n=35) 5.7(2) 0.0(0) 11.4(4) 54.3(19) 28.6(10) 

政令指定都市(n=15) 20.0(3) 0.0(0) 0.0(0) 26.7(4) 53.3(8) 

特別区(n=14) 14.3(2) 0.0(0) 14.3(2) 50.0(7) 21.4(3) 

市(n=489) 32.1(157) 3.1(15) 10.0(49) 48.9(239) 5.9(29) 

町村(n=422) 62.8(265) 3.8(16) 7.8(33) 23.7(100) 1.9(8) 

独立行政法人(n=48) 31.3(15) 0.0(0) 14.6(7) 39.6(19) 14.6(7) 

地方独立行政法人

(n=74) 79.7(59) 0.0(0) 5.4(4) 12.2(9) 2.7(2) 

単位：%（カッコ内は回答数） 
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４-２-２５.アクセシビリティに関する職員研修の実施状況（Q25）（選択式） 

 アクセシビリティに関する職員研修について過去 3 年以内に何らかの取組を行なって

いる 1~4 点（※）の団体は全体の 53.5％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－５１ アクセシビリティに関する職員研修の実施状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 回答率（%） 回答数 

0点 

過去 3年以内にアクセシビリティに関する職員研修を実施してい

ない、又は参加していない（0点） 46.5 520 

1点 

過去 3年以内にアクセシビリティに関する職員研修を実施、又は

参加した（1点） 10.1 113 

2点 

過去 2年以内にアクセシビリティに関する職員研修を実施、又は

参加した（2点） 9.2 103 

3点 

過去 1年以内にアクセシビリティに関する職員研修を実施、又は

参加した（3点） 12.3 138 

4点 

毎年アクセシビリティに関する職員研修を実施、又は参加してお

り、来年度以降も継続する予定である（4点） 21.9 245 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－５２ 団体種別毎のアクセシビリティに関する職員研修の実施状況（グラフ・表） 

 
 

  過去 3年以内に

アクセシビリテ

ィに関する職員

研修を実施して

いない、又は参

加していない（0

点） 

過去 3年以内に

アクセシビリテ

ィに関する職員

研修を実施、又

は参加した（1

点） 

過去 2年以内に

アクセシビリテ

ィに関する職員

研修を実施、又

は参加した（2

点） 

過去 1年以内に

アクセシビリテ

ィに関する職員

研修を実施、又

は参加した（3

点） 

毎年アクセシビ

リティに関する

職員研修を実

施、又は参加し

ており、来年度

以降も継続する

予定である（4

点） 

全体(n=1,119) 46.5(520) 10.1(113) 9.2(103) 12.3(138) 21.9(245) 

府省庁(n=22) 31.8(7) 13.6(3) 18.2(4) 9.1(2) 27.3(6) 

都道府県(n=35) 8.6(3) 8.6(3) 5.7(2) 20.0(7) 57.1(20) 

政令指定都市(n=15) 6.7(1) 20.0(3) 0.0(0) 0.0(0) 73.3(11) 

特別区(n=14) 0.0(0) 7.1(1) 14.3(2) 7.1(1) 71.4(10) 

市(n=489) 32.1(157) 10.4(51) 12.7(62) 13.3(65) 31.5(154) 

町村(n=422) 65.4(276) 8.5(36) 5.0(21) 12.8(54) 8.3(35) 

独立行政法人(n=48) 47.9(23) 12.5(6) 14.6(7) 12.5(6) 12.5(6) 

地方独立行政法人

(n=74) 71.6(53) 13.5(10) 6.8(5) 4.1(3) 4.1(3) 

単位：%（カッコ内は回答数） 
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４-２-２６.アクセシビリティの問題点の把握状況（Q26）（選択式） 

 アクセシビリティの問題点の把握について過去 3 年以内に何らかの取組を行なってい

る 1~4 点（※）の団体は全体の 50.7％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－５３ アクセシビリティの問題点の把握状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 回答率（%） 回答数 

0点 

過去 3年以内にアクセシビリティに関する検証を実施し問題点を

把握していない（0点） 49.3 552 

1点 

過去 3年以内にアクセシビリティに関する検証を実施し問題点を

把握した（1点） 12.3 138 

2点 

過去 2年以内にアクセシビリティに関する検証を実施し問題点を

把握した（2点） 6.1 68 

3点 

過去 1年以内にアクセシビリティに関する検証を実施し問題点を

把握した（3点） 14.6 163 

4点 

毎年アクセシビリティに関する検証を実施し問題点を把握してお

り、来年度以降も実施する予定である（4点） 17.7 198 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－５４ 団体種別毎のアクセシビリティの問題点の把握状況（グラフ・表） 

 
 
  過去 3年以内に

アクセシビリテ

ィに関する検証

を実施し問題点

を把握していな

い（0点） 

過去 3年以内に

アクセシビリテ

ィに関する検証

を実施し問題点

を把握した（1

点） 

過去 2年以内に

アクセシビリテ

ィに関する検証

を実施し問題点

を把握した（2

点） 

過去 1年以内に

アクセシビリテ

ィに関する検証

を実施し問題点

を把握した（3

点） 

毎年アクセシビ

リティに関する

検証を実施し問

題点を把握して

おり、来年度以

降も実施する予

定である（4

点） 

全体(n=1,119) 49.3(552) 12.3(138) 6.1(68) 14.6(163) 17.7(198) 

府省庁(n=22) 18.2(4) 4.5(1) 9.1(2) 13.6(3) 54.5(12) 

都道府県(n=35) 8.6(3) 8.6(3) 11.4(4) 20.0(7) 51.4(18) 

政令指定都市

(n=15) 0.0(0) 6.7(1) 6.7(1) 20.0(3) 66.7(10) 

特別区(n=14) 14.3(2) 0.0(0) 0.0(0) 14.3(2) 71.4(10) 

市(n=489) 40.9(200) 11.9(58) 7.4(36) 17.6(86) 22.3(109) 

町村(n=422) 67.8(286) 12.3(52) 5.0(21) 10.7(45) 4.3(18) 

独立行政法人

(n=48) 31.3(15) 14.6(7) 8.3(4) 16.7(8) 29.2(14) 

地方独立行政法人

(n=74) 56.8(42) 21.6(16) 0.0(0) 12.2(9) 9.5(7) 

単位：%（カッコ内は回答数）  
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４-２-２７.公開しているページの改善取組状況（Q27）（選択式） 

 公開しているページの改善について過去 3 年以内に何らかの取組を行なっている 1~4
点（※）の団体は全体の 78.0％であった。 

※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－５５ 公開しているページの改善取組状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 回答率（%） 回答数 

0点 

過去 3年以内に、公開しているページの改善に取り組んでいない

（0点） 22.1 247 

1点 過去 3年以内に、公開しているページの改善に取り組んだ（1点） 8.0 90 

2点 過去 2年以内に、公開しているページの改善に取り組んだ（2点） 3.8 42 

3点 過去 1年以内に、公開しているページの改善に取り組んだ（3点） 18.1 202 

4点 

公開しているページの改善に毎年取り組んでおり、来年度以降も

実施する予定である（4点） 48.1 538 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－５６ 団体種別毎の公開しているページの改善取組状況（グラフ・表） 

 
 

  過去 3年以内

に、公開してい

るページの改善

に取り組んでい

ない（0点） 

過去 3年以内

に、公開してい

るページの改善

に取り組んだ（1

点） 

過去 2年以内

に、公開してい

るページの改善

に取り組んだ（2

点） 

過去 1年以内

に、公開してい

るページの改善

に取り組んだ（3

点） 

公開しているペ

ージの改善に毎

年取り組んでお

り、来年度以降

も実施する予定

である（4 点） 

全体(n=1,119) 22.1(247) 8.0(90) 3.8(42) 18.1(202) 48.1(538) 

府省庁(n=22) 9.1(2) 4.5(1) 0.0(0) 13.6(3) 72.7(16) 

都道府県(n=35) 2.9(1) 2.9(1) 0.0(0) 20.0(7) 74.3(26) 

政令指定都市(n=15) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 6.7(1) 93.3(14) 

特別区(n=14) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 100.0(14) 

市(n=489) 16.2(79) 5.7(28) 3.3(16) 15.1(74) 59.7(292) 

町村(n=422) 31.3(132) 12.1(51) 4.5(19) 23.0(97) 29.1(123) 

独立行政法人(n=48) 22.9(11) 2.1(1) 10.4(5) 10.4(5) 54.2(26) 

地方独立行政法人

(n=74) 29.7(22) 10.8(8) 2.7(2) 20.3(15) 36.5(27) 

単位：%（カッコ内は回答数） 
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４-２-２８.取組確認・評価表の結果公開状況（Q28）（選択式） 

 取組確認・評価表について過去 3 年以内に確認結果を公開した 1~4 点（※）の団体

は全体の 21.4％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－５７ 取組確認・評価表の結果公開状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 

回答率

（%） 
回答数 

0点 

過去 3年以内にアクセシビリティに関する取組内容について取組確認・評

価表により確認していない（0点） 78.6 879 

1点 

過去 3年以内にアクセシビリティに関する取組内容について取組確認・評

価表により確認し結果をホームページで公開した（1点） 4.8 54 

2点 

過去 2年以内にアクセシビリティに関する取組内容について取組確認・評

価表により確認し結果をホームページで公開した（2点） 2.6 29 

3点 

過去 1年以内にアクセシビリティに関する取組内容について取組確認・評

価表により確認し結果をホームページで公開した（3点） 5.2 58 

4点 

毎年アクセシビリティに関する取組内容について取組確認・評価表により

確認し、結果をホームページで公開しており、来年度以降も実施する予定

である（4点） 8.8 99 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－５８ 団体種別毎の取組確認・評価表の結果公開状況（グラフ・表） 

 
 

  過去 3年以内に

アクセシビリテ

ィに関する取組

内容について取

組確認・評価表

により確認して

いない（0 点） 

過去 3年以内に

アクセシビリテ

ィに関する取組

内容について取

組確認・評価表

により確認し結

果をホームペー

ジで公開した（1

点） 

過去 2年以内に

アクセシビリテ

ィに関する取組

内容について取

組確認・評価表

により確認し結

果をホームペー

ジで公開した（2

点） 

過去 1年以内に

アクセシビリテ

ィに関する取組

内容について取

組確認・評価表

により確認し結

果をホームペー

ジで公開した（3

点） 

毎年アクセシビ

リティに関する

取組内容につい

て取組確認・評

価表により確認

し、結果をホー

ムページで公開

しており、来年

度以降も実施す

る予定である（4

点） 

全体(n=1,119) 78.6(879) 4.8(54) 2.6(29) 5.2(58) 8.8(99) 

府省庁(n=22) 63.6(14) 0.0(0) 4.5(1) 0.0(0) 31.8(7) 

都道府県(n=35) 48.6(17) 2.9(1) 2.9(1) 5.7(2) 40.0(14) 

政令指定都市(n=15) 20.0(3) 13.3(2) 6.7(1) 20.0(3) 40.0(6) 

特別区(n=14) 71.4(10) 7.1(1) 0.0(0) 0.0(0) 21.4(3) 

市(n=489) 75.9(371) 4.9(24) 3.3(16) 6.7(33) 9.2(45) 

町村(n=422) 87.4(369) 4.7(20) 1.7(7) 4.3(18) 1.9(8) 

独立行政法人(n=48) 58.3(28) 6.3(3) 6.3(3) 2.1(1) 27.1(13) 

地方独立行政法人

(n=74) 90.5(67) 4.1(3) 0.0(0) 1.4(1) 4.1(3) 

単位：%（カッコ内は回答数）  
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４-２-２９.JIS X 8341-3：2016「試験」の結果公開状況（Q29）（選択式） 

 JIS X 8341-3：2016 に基づく試験について過去 3 年以内に実施し結果をホームペー

ジで公開した 1~4 点（※）の団体は全体の 28.9％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－５９ JIS X 8341-3：2016「試験」の結果公開状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 

回答率

（%） 
回答数 

0点 

過去 3年以内にアクセシビリティの実現内容について、JIS X 8341-

3:2016に基づく試験による確認を行っていない（0点） 71.0 795 

1点 

過去 3年以内にアクセシビリティの実現内容について、JIS X 8341-

3:2016に基づく試験により確認し、結果をホームページで公開した（1

点） 6.7 75 

2点 

過去 2年以内にアクセシビリティの実現内容について、JIS X 8341-

3:2016に基づく試験により確認し、結果をホームページで公開した（2

点） 3.9 44 

3点 

過去 1年以内にアクセシビリティの実現内容について、JIS X 8341-

3:2016に基づく試験により確認し、結果をホームページで公開した（3

点） 7.2 81 

4点 

毎年アクセシビリティの実現内容について、JIS X 8341-3:2016に基づく

試験により確認し、結果をホームページで公開しており、来年度以降も実

施する予定である（4点） 11.1 124 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－６０ 団体種別毎の JIS X 8341-3：2016「試験」の結果公開状況（グラフ・表） 

 
  過去 3年以内に

アクセシビリテ

ィの実現内容に

ついて、JIS X 

8341-3:2016に

基づく試験によ

る確認を行って

いない（0 点） 

過去 3年以内に

アクセシビリテ

ィの実現内容に

ついて、JIS X 

8341-3:2016に

基づく試験によ

り確認し、結果

をホームページ

で公開した（1

点） 

過去 2年以内に

アクセシビリテ

ィの実現内容に

ついて、JIS X 

8341-3:2016に

基づく試験によ

り確認し、結果

をホームページ

で公開した（2

点） 

過去 1年以内に

アクセシビリテ

ィの実現内容に

ついて、JIS X 

8341-3:2016に

基づく試験によ

り確認し、結果

をホームページ

で公開した（3

点） 

毎年アクセシビ

リティの実現内

容について、JIS 

X 8341-3:2016

に基づく試験に

より確認し、結

果をホームペー

ジで公開してお

り、来年度以降

も実施する予定

である（4 点） 

全体(n=1,119) 71.0(795) 6.7(75) 3.9(44) 7.2(81) 11.1(124) 

府省庁(n=22) 36.4(8) 4.5(1) 4.5(1) 4.5(1) 50.0(11) 

都道府県(n=35) 22.9(8) 5.7(2) 8.6(3) 11.4(4) 51.4(18) 

政令指定都市(n=15) 13.3(2) 6.7(1) 0.0(0) 20.0(3) 60.0(9) 

特別区(n=14) 21.4(3) 28.6(4) 7.1(1) 7.1(1) 35.7(5) 

市(n=489) 65.4(320) 8.2(40) 5.3(26) 10.0(49) 11.0(54) 

町村(n=422) 86.3(364) 4.3(18) 2.4(10) 5.0(21) 2.1(9) 

独立行政法人(n=48) 52.1(25) 10.4(5) 6.3(3) 4.2(2) 27.1(13) 

地方独立行政法人

(n=74) 87.8(65) 5.4(4) 0.0(0) 0.0(0) 6.8(5) 

単位：%（カッコ内は回答数）  
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４-２-３０.アクセシビリティに関する利用者の意見収集取組状況（Q30）（選択式） 

 アクセシビリティに関する意見収集について何らかの取組を行なっている 1~3 点

（※）の団体は全体の 13.4％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 

図表 ４－６１ アクセシビリティに関する利用者の意見収集取組状況（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 

回答率

（%） 
回答数 

0点 

一般的な意見収集としては取り組んでいるが、アクセシビリティについて

積極的な意見収集には取り組んでいない（0点） 86.6 969 

1点 アクセシビリティについて積極的な意見収集に取り組んでいる（1点） 10.1 113 

2点 

複数の手段により、アクセシビリティについて特化した意見収集を継続的

に取り組んでいる（2点） 1.2 13 

3点 

複数の手段により、アクセシビリティについて特化した意見収集を継続的

に取り組み、ホームページ全体の改善に利用している（3点） 2.1 24 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－６２ 団体種別毎のアクセシビリティに関する利用者の意見収集取組状況（グラ

フ・表） 

 
 
 
  一般的な意見収集と

しては取り組んでい

るが、アクセシビリ

ティについて積極的

な意見収集には取り

組んでいない（0

点） 

アクセシビリティに

ついて積極的な意見

収集に取り組んでい

る（1点） 

複数の手段により、

アクセシビリティに

ついて特化した意見

収集を継続的に取り

組んでいる（2点） 

複数の手段により、

アクセシビリティに

ついて特化した意見

収集を継続的に取り

組み、ホームページ

全体の改善に利用し

ている（3 点） 

全体(n=1,119) 86.6(969) 10.1(113) 1.2(13) 2.1(24) 

府省庁(n=22) 68.2(15) 13.6(3) 9.1(2) 9.1(2) 

都道府県(n=35) 62.9(22) 25.7(9) 5.7(2) 5.7(2) 

政令指定都市(n=15) 53.3(8) 20.0(3) 6.7(1) 20.0(3) 

特別区(n=14) 64.3(9) 21.4(3) 7.1(1) 7.1(1) 

市(n=489) 85.1(416) 12.3(60) 0.8(4) 1.8(9) 

町村(n=422) 91.9(388) 6.4(27) 0.5(2) 1.2(5) 

独立行政法人(n=48) 87.5(42) 8.3(4) 2.1(1) 2.1(1) 

地方独立行政法人

(n=74) 93.2(69) 5.4(4) 0.0(0) 1.4(1) 

単位：%（カッコ内は回答数） 
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４-２-３１.アクセシビリティに関する利用者の声の聴取、モニター制度等取組状況（Q31）

（選択式） 

 アクセシビリティに関する利用者の声の聴取、モニター制度等について何らかの取組

を行なっている 1~3 点（※）の団体は全体の 18.4％であった。 
※「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」に基づく点数 
 
図表 ４－６３ アクセシビリティに関する利用者の声の聴取、モニター制度等取組状況

（グラフ・表） 

 
点数 選択肢 

回答率

（%） 
回答数 

0点 

アクセシビリティを確保・維持・向上のために、利用者（社会福祉協議

会、当事者団体、支援団体等を含む）へ協力を求めたことがない（0点） 81.6 913 

1点 

利用者（社会福祉協議会、当事者団体、支援団体等を含む）の声を聴取

し、ホームページの改善を行ったことがある（1点） 16.4 183 

2点 

継続的にアクセシビリティをチェックするモニター制度を設け、ホームペ

ージの改善に利用している（2点） 1.4 16 

3点 

継続的にアクセシビリティをチェックするモニター制度を設け、ホームペ

ージの改善に利用している。また、関係部署等と連携し、利用者のホーム

ページ閲覧等のスキル向上につながる取組を行っている（3点） 0.6 7 

  全体 100.0  1,119 

注：過去の調査は、対象団体、回答数が異なる。詳細は「４-１-５.過去の同種調査」参照。 
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図表 ４－６４ 団体種別毎のアクセシビリティに関する利用者の声の聴取、モニター制度

等取組状況（グラフ・表） 

 
  アクセシビリティを

確保・維持・向上の

ために、利用者（社

会福祉協議会、当事

者団体、支援団体等

を含む）へ協力を求

めたことがない（0

点） 

利用者（社会福祉協

議会、当事者団体、

支援団体等を含む）

の声を聴取し、ホー

ムページの改善を行

ったことがある（1

点） 

継続的にアクセシビ

リティをチェックす

るモニター制度を設

け、ホームページの

改善に利用している

（2 点） 

継続的にアクセシビ

リティをチェックす

るモニター制度を設

け、ホームページの

改善に利用してい

る。また、関係部署

等と連携し、利用者

のホームページ閲覧

等のスキル向上につ

ながる取組を行って

いる（3点） 

全体(n=1,119) 81.6(913) 16.4(183) 1.4(16) 0.6(7) 

府省庁(n=22) 72.7(16) 13.6(3) 4.5(1) 9.1(2) 

都道府県(n=35) 57.1(20) 37.1(13) 0.0(0) 5.7(2) 

政令指定都市(n=15) 26.7(4) 66.7(10) 6.7(1) 0.0(0) 

特別区(n=14) 42.9(6) 50.0(7) 7.1(1) 0.0(0) 

市(n=489) 77.7(380) 21.1(103) 1.2(6) 0.0(0) 

町村(n=422) 89.8(379) 8.8(37) 1.2(5) 0.2(1) 

独立行政法人(n=48) 89.6(43) 6.3(3) 4.2(2) 0.0(0) 

地方独立行政法人

(n=74) 87.8(65) 9.5(7) 0.0(0) 2.7(2) 

単位：%（カッコ内は回答数）  
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５.平成 29 年度と令和 2 年度調査結果の比較分析 

 
５-１．実施概要 

平成 29 年度「国及び地方公共団体公式ホームページの JIS 規格対応状況調査」調

査結果と、令和 2 年度「地方公共団体ホームページの JIS 規格対応状況調査」を比較

し、地方公共団体の取組の進捗状況を確認した。 
 
５-１-１.比較対象調査結果 

・ 平成 29 年度「国及び地方公共団体公式ホームページの JIS 規格対応状況調査」 

調査対象：国の機関（44 団体）、地方公共団体（1,788 団体） 

対象範囲：公式ホームページの URL 配下のすべての HTML ファイル 

調査期間：平成 29 年 8 月～12 月 

調査報告書：公的機関のウェブアクセシビリティ状況調査等報告書（平成 30

年  3 月 30 日） 

 

・ 令和 2 年度「地方公共団体ホームページの JIS 規格対応状況調査」 

調査対象：町村を除く地方公共団体（862 団体） 

  ※うち解析不能 11 団体 

対象範囲：公式ホームページの URL 配下のすべての HTML ファイル 

調査期間：令和 2 年 11 月～令和 3 年 1 月 

調査報告書：公的機関のウェブアクセシビリティ確保の取組実施状況に関す

る調査報告書（令和 3 年 3 月 31 日） 
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５-１-２.対象団体 

比較対象調査結果の内、両調査共通で対象であった以下の団体の調査結果の比較を行っ

た。 

・ 町村を除く地方公共団体（平成 29 年度 861 団体、令和 2 年度 851 団体） 

なお、各団体の経年の変化を分析する際は以下の条件に該当する団体は分析の対象外と

した。 

・ 令和 2 年度調査時に解析不能であった団体（11 団体） 

・ 平成 29 年度調査時点では町であったが令和 2 年度時点で市であった団体（1 団体） 

５-１-３.調査方法 

以下の方法で比較を行った。各年度の調査結果報告資料と集計方法が異なるため、数値

が一致しないことがある。 

・ 「５-２-１．HTML ファイル数の推移」「５-２-２．適合レベル A 及び AA に問

題のあるページの推移」及び「５-２-３．団体別の問題割合の推移」は、対象団体

の公式ホームページの全ページを対象として集計。 

・ 「５-２-４．問題の検出されたページの多い達成基準の推移」及び「５-２-５．検

出されたページの多い指摘事項（問題の内容）の推移」は、各団体の公式ホーム

ページで検出された問題の上位 5 位までを対象に集計。 
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５-２．比較結果 
本章の数値（割合）は、平均ファイル数は小数点第 1 位を四捨五入し、その他の数値は

小数点第 2 位を四捨五入して記載している。 
 
５-２-１.HTMLファイル数の推移 

調査対象の HTML ファイル数は平成 29 年度から令和 2 年度にかけて増加しており、約

1.1 倍となっていた。 
 

図表 ５－１ 平均 HTML ファイル数の推移（グラフ・表） 

  
 

  
平成 29年度 

（n=861） 

令和 2年度 

（n=851） 

総 HTMLファイル数 10,446,088 11,359,029 

平均 HTMLファイル数 12,133 13,348 
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５-２-２.適合レベル A及び AAに問題のあるページの推移 

調査対象の適合レベル A 及び AA に「問題あり」が検出されたページの割合は、平成 29
年度から令和 2 年度にかけて減少しており、約 16.1%減少していた。 
 

図表 ５－２ 適合レベル A 及び AA に問題のあるページの割合の推移（グラフ・表） 

  
 

  
平成 29年度 

（n=861） 

令和 2年度 

（n=851） 

総 HTMLファイル数 10,446,088 11,359,029 

A及び AAに問題のある総ページ数 5,285,347 3,918,709 

検出割合(%) 50.6 34.5 
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５-２-３.団体別の問題割合の推移 

平成 29 年度から令和 2 年度にかけて、団体別に問題の割合の推移を確認したところ、

問題の割合が減少した団体が 67.2%であり、問題の割合が増加した団体が 31.9%であった。 
 

図表 ５－３ 団体別の問題割合の推移（グラフ・表） 

   

 

  団体数 
割合 

（%） 

問題の割合が減少した団体 571 67.2% 

問題の割合が増加した団体 271 31.9% 

変化がない団体 8 0.9% 

総計（※） 850 100.0% 

 
※平成 29 年度（n=861）、令和 2 年度（n=851）の両調査対象団体の内、経年の変化を確

認可能な 850 団体 
  

問題の割合が減少した団体

67.2%

問題の割合が増加した団体

31.9%

変化がない団体

0.9%

n=850



89 
 

５-２-４.問題の検出されたページの多い達成基準の推移 

平成 29 年度から令和 2 年度にかけて、問題の検出されたページの多い達成基準の推移

を確認したところ、検出された問題の傾向は変化がなく、平成 29 年度と令和 2 年度とも

に上位 10 位は同じであった。いずれの問題も平成 29 年度から令和 2 年度にかけて割合は

減少していた。 
 
図表 ５－４ 問題の検出されたページの多い達成基準の推移 上位 10（グラフ・表） 

   
 

 検出されたページの多い達成基準（問題の内容） 平成 29年度 令和 2年度 

1.1.1:非テキストコンテンツの達成基準 24.0% 19.2% 

1.3.1:情報及び関係性の達成基準 21.5% 14.0% 

3.3.2:ラベル又は説明の達成基準 19.1% 11.8% 

4.1.2:名前（name），役割（role）及び値（value）

の達成基準 

9.5% 8.5% 

3.1.1:ページの言語の達成基準 13.0% 7.0% 

2.4.1:ブロックスキップの達成基準 9.2% 5.2% 

4.1.1:構文解析の達成基準 7.1% 5.2% 

1.4.4:テキストのサイズ変更の達成基準 3.0% 1.8% 

2.4.4:リンクの目的（コンテキスト内）の達成基準 3.0% 1.0% 

2.4.2:ページタイトルの達成基準 0.8% 0.6% 
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５-２-５.検出されたページの多い指摘事項（問題の内容）の推移 

平成 29 年度から令和 2 年度にかけて、問題の検出されたページの多い指摘事項の推移

を確認したところ、検出された問題の傾向は概ね変化がなかった。いずれの問題も平成 29
年度から令和 2 年度にかけて割合は減少していた。 

 
図表 ５－５ 問題の検出されたページの多い達成基準の推移 上位 10※（グラフ） 

   
※令和 2 年度の上位 10 件 
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文書内で主に利用されている言語を※※※属性を

用いて明示してください (例： < ※※※="ja">)

フォーム・コントロールにlabel要素およびtitle属性

が関連付けられていません。

画像にalt属性がありません。代替テキストを提供

してください。(もし支援技術がこの画像を無視する

べき場合は、 alt="" と設定してください)：…

同一テキストの繰り返しがあります： ※※※

id属性の値に重複があります。(※※※)

フォントサイズは相対的な大きさで指定してくださ

い。※※※

iframe要素にtitle属性がありません。iframe要素に

は、フレームの内容を説明するための空でない

title属性を提供してください。※※※

th要素にscope属性がありません。scope属性を適

切に用いて、データテーブルの見出しセルとデータ

セルを関連付けて下さい。

"本文へ移動"などのスキップリンクを提供してくだ

さい （本文へジャンプ、本文へのリンク等）

令和2年度（n=851）

平成29年度(n=861)
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図表 ５－６ 問題の検出されたページの多い達成基準の推移 上位 10※（表） 

 検出されたページの多い達成基準（問題の内容） 平成 29年度 令和 2年度 

同じ name属性値を持つ type="radio"または

type="checkbox"の input要素のグループが同一の

fieldset要素に含まれることを確認して下さい 

15.0% 7.4% 

文書内で主に利用されている言語を※※※属性を用

いて明示してください (例： < ※※※="ja">) 
13.2% 7.2% 

フォーム・コントロールに label要素および title

属性が関連付けられていません。 
6.9% 6.4% 

画像に alt属性がありません。代替テキストを提供

してください。(もし支援技術がこの画像を無視する

べき場合は、 alt="" と設定してください)： src="

※※※" 

9.1% 6.3% 

同一テキストの繰り返しがあります： ※※※ 8.6% 6.2% 

id属性の値に重複があります。(※※※) 5.8% 4.0% 

フォントサイズは相対的な大きさで指定してくださ

い。※※※ 
3.3% 1.9% 

iframe要素に title属性がありません。iframe要素

には、フレームの内容を説明するための空でない

title属性を提供してください。※※※ 

2.5% 1.9% 

th要素に scope属性がありません。scope属性を適

切に用いて、データテーブルの見出しセルとデータ

セルを関連付けて下さい。 

1.6% 1.8% 

"本文へ移動"などのスキップリンクを提供してくだ

さい （本文へジャンプ、本文へのリンク等） 
3.5% 1.7% 

 
※令和 2 年度の上位 10 件 
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６.公的機関向け運用ガイドライン解説動画の作成 

 
６-１．実施概要 
公的機関向けに運用ガイドラインの概要を解説する動画を作成した。 
 

６-１-１.動画公開日 

令和4年3月17日 
 

６-１-２.動画内容 

・ 構成 
（１）取組が必要な背景 
（２）運用ガイドラインの概要と公的機関に求める取組 
（３）取組を支援する資料等 

・ 再生時間：約３７分 
 

６-１-３.動画掲載 URL 

 以下の総務省ホームページにて、動画へのリンクを掲載 
 
総務省｜情報バリアフリー環境の整備｜みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016 年版） 
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/b_free/guideline.html 
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６-２．公的機関への周知 
公的機関の公式ウェブサイト担当部署宛に、動画について文章の郵送にて周知を行った。 
 

図表 ６－１ 周知文章の構成（図） 
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７.ウェブアクセシビリティに係る国際規格の改正に関する動向調

査及び当該改正動向に基づく運用ガイドラインの改定に向けた調査

研究 

 
７-１．調査実施概要 
将来のJIS X 8341-3改正に関わる動向及び運用ガイドラインの改定項目及び改定内容に

関する論点を確認することを目的に、有識者にヒアリング調査を実施した。 
 
７-１-１.対象者及び調査実施日 

・ 東洋大学 名誉教授 山田 肇 氏：令和 4 年 2 月 4 日（金） 
・ 株式会社インフォアクシア 代表取締役 植木 真 氏 ：令和 4 年 2 月 7 日（月） 
・ ウェブアクセシビリティ基盤委員会委員長 中村 精親 氏 ：令和 4 年 2 月 28 日

（月） 
 
７-１-２.調査方法 

WEB会議形式によるヒアリング調査 
 
７-１-３.調査内容 

以下の内容を確認した。 
・ Web Content Accessibility Guidelines（WCAG）の検討状況と今後の動向 
・ WCAG の ISO 化に関する見通し  
・ JIS X 8341-3 改正の見通し 
・ みんなの公共サイト運用ガイドラインの改定に向けた論点 
 
７-２．用語説明 

・ W3C 
World Wide Web で使用される各種技術の標準化団体。World Wide Web 

Consortium。 

・ WCAG 
W3C の策定するウェブアクセシビリティに関するガイドライン。Web Content 

Accessibility Guidelines。 

・ ISO 
International Organization for Standardization の定める国際規格。ウェブアクセ

シビリティに関しては、WCAG 2.0 が 2012 年 10 月に ISO/IEC 40500:2012 となった。 
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・ WAIC 
ウェブアクセシビリティ基盤委員会（Web Accessibility Infrastructure 

Committee）。 

・ WAI 
W3C でアクセシビリティの各種ガイドライン等を検討する組織。Web 

Accessibility Initiative。 

・ VPAT 
情報アクセシビリティ自己評価様式（通称:日本版 VPAT（VPAT は Voluntary 

Product Accessibility Template の略））は、各企業等が自らの ICT 機器・サー

ビスについてアクセシビリティ確保の状況を自己評価した結果を公表し、企業・

公的機関や当事者が選択する際の参考とする仕組み。 

 
７-３．山田氏ヒアリング内容の要旨 
 
７-３-１.運用ガイドラインの改定時期について 

・ JIS X 8341-3 の改正を待たずに速やかに改正すべきである。みんなの公共サイト運用

ガイドライン（2016 年版）において達成期限を定めたが、期限までに対応していない

団体が多々ある。あらためて達成期限を定めた新しいガイドラインを提示する必要が

ある。 

・ デジタル庁が発足し、「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」を理念とし、

2021 年 12 月 24 日にデジタル社会の実現に向けた重点計画を閣議決定した。この理

念を実現するために、運用ガイドラインの改定を急ぐべきである。 

・ JIS X 8341-3:2016 は ISO/IEC 40500:2012 との一致規格である。 ISO/IEC 
40500:2012 の制定から 10 年経った。ウェブの世界で 10 年は極めて長い期間であり、

現実にそぐわないものとなっている。例えば、スマートフォンのアクセシビリティに

どう対応するかほとんど書かれていない。 

・ 現時点で ISO/IEC 40500 を改正しようという動きがあるという情報が聞こえてこない。

仮に、2023 年に ISO40500 を改正することになったとしても、それを JIS にするの

が 2024 年、それをもとにして運用ガイドラインを改正しようとすると、2025 年にな

ってしまう。2016 年版の運用ガイドラインからおよそ 10 年が経過することとなり、

あまりに遅すぎる。 

・ また、W3C では、WCAG2.0（ISO/IEC 40500:2012）以降、WCAG2.1 を勧告し、
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WCAG2.2 を検討している。さらに、WCAG3.0 を検討しているが、早くて 2023 年勧

告になると公表している。仮に 2023 年に WCAG3.0 が出来たとして、ISO となるの

が 2024 年、JIS とするのが 2025 年となり、運用ガイドラインはさらに遅れてしまう

ことになる。 

・ 行政のデジタル化、デジタルエコノミーと総称される多様なデジタル活用が国民の間

に普及していく一方で、障害者・高齢者など、ウェブに適切にアクセスできない利用

者が、3 年も 5 年も取り残されることになってしまう。 

・ ISO と一致した形で JIS を改正し、それに基づき運用ガイドラインを改正することが

本来の手順であるが、時機を逸してはならない。 

・ ISO の改正を待たずに、例えば WCAG2.2 に準拠するよう運用ガイドラインで定める

ことが必要と考えるが、経済産業省との調整が必要であろう。 

・ 米国政府の調達基準は WCAG である。EU、オーストラリア、カナダ、インドも

WCAG を採用している。日本でも ISO や JIS ではなく WCAG を拠り所としてもよい

のではないか。総務省でも Wi-Fi のように、JIS 以外の基準を採用している例はある。 

 
７-３-２.運用ガイドラインの改定内容について 

 
（１）構成 

・ 2016 年版の改定において、「運用モデル」という名称では注目されないと危惧し、強

制力を持つものではないが、せめて「ガイドライン」という名称とすべきだと提言し、

総務省の了解の下で名称を変更してもらった。 

・ さらに、地方公共団体の首長が把握すべきことを冒頭に要旨としてまとめたが、この

要旨に相当する部分をよりコンパクトにして、メッセージをわかりやすく提示する必

要がある。 

・ 3～5 ページで対応すべき内容の要旨を示したコンパクトなガイドライン本文と、それ

に至る政策動向や課題解決のステップを別紙にするというように分けて構成するのが

良いのではないか。 
 
（２）ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表 

・ 2016 年版では、段階的にウェブアクセシビリティ改善に取り組むことができるように、

ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表を設けた。例えば、1 年目に評価した結果



97 
 

で遅れている箇所に対して、2 年目に予算をとって対応していくといったことを期待

した。 

・ 一気に改善してほしいが、地方公共団体等、負担が厳しいところは順番に進めるしか

ないという事情がある。次期運用ガイドラインにおいても、同じようなものが必要と

考える。 

・ 日本版 VPAT が進んでいる。ウェブサイトも含む様々な情報通信機器・サービスにつ

いて、視覚や聴覚に寄らない操作ができるなど、提供者が自己診断して結果を公表す

る仕組みである。機能仕様に相当する。WCAG の構造と異なるため、運用ガイドライ

ンをそのまま採用するわけにはいかないが、何らか日本版 VPAT の考え方を踏まえる

ことを検討してはどうか。 

・ 多数の公共機関で、複数のウェブサイトを運用しており、サイトごとに VPAT のよう

な診断をすることは現実的でない。例えば、サイト構築する業者に WCAG2.2 に対応

する能力があることを宣言してもらう等、VPAT の応用例を検討できないか。宣言に

は第三者がチェックするものと、自己宣言型とがあるが、最初から第三者とする必要

は無いと思う。 
 
（３）スマートフォン・タブレットへの対応 

・ スマートフォンのウェブアクセシビリティ対応を盛り込むことは必須である。また、

高齢者はスマートフォンよりもタブレットを便利に利用するという話もあり、パソコ

ンのためのルールを作るだけでなく、スマートフォンやタブレットに対応する運用ガ

イドラインでなければいけない。その意味で、WCAG2.0（ISO/IEC 40500:2012）を

基にした JIS X 8341-3:2016 への対応を求める運用ガイドラインは、時代遅れとなっ

ている。 
 
（４）関連サイトへの取組波及、関連分野への波及 

・ まずは、指定管理者などが運用する関連サイトも含めたウェブサイトのアクセシビリ

ティの改善を推進してもらいたい。その先には、デジタルヘルス、デジタル教科書な

どにも波及することを期待したい。 
 
（５）見本となるウェブサイトの紹介 

・ 12 月 24 日に閣議決定したデジタル社会の実現に向けた重点計画に、見本になるサン

プルサイトを作ると書かれていた。運用ガイドラインの改定と併せて、見本となるウ

ェブサイトを紹介できると実効性が高まる。 
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７-４．植木氏ヒアリング内容の要旨 
 
７-４-１.WCAG2.2 

・ 今年の 6～７月頃に勧告候補になるのではないかというスケジュール感である。 

 
７-４-２.WCAG3.0 

・ 当初は 2023 年に勧告するというスケジュールも考えられていたが、2026 年の 4～6
月に勧告候補とすることを目指すというスケジュールに見直そうとしている。 

・ WCAG は 2 年置きに見直しを検討することとしているため、2024 年に WCAG2.3 を

策定することはあり得ると考えている。達成基準の候補が複数ある。現時点で具体的

な話があるわけではなく、あくまでも可能性の話である。 

 
７-４-３.ISO 

・ WCAG2.2 が完成する頃に、ISO をどうしようかという話が W3C の中で出てくるの

ではないか。 

・ ISO は 2012 年にできたので、5 年ごとに必要に応じて見直しを行なう。2017 年は見

直しを行わなかった。次の見直しのタイミングは 2022 年になるのか。WCAG 2.2 が

勧告になれば ISO を改訂する可能性が考えられる。 

・ EU や中国はすでに WCAG2.1 を採用している。このように、ISO が変わらずとも最

新のガイドラインを採用している国があるので、無理に ISO 化しようという話が海外

からはあまり聞こえてこない。ISO に関係なく、WCAG が新しくなったら、すぐそれ

を採用する。EU や中国などはそのパターン。日本のように国内基準の更新を ISO 待

ちとしている国はあまりないのかもしれない。 

・ 欧米は、デジタルコンテンツのアクセシビリティの確保は人権の問題という意識であ

り、アクセシビリティを確保するために何をすればいいかという観点から、最新の

WCAG を採用する。 

・ 日本は JIS の存在が特に公的機関にとって大きい。日本は法律で義務付けられている

わけではないので、日本産業規格に基づいて、公共機関に対応を求める構造となって

いる。 
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７-４-４.JIS改正 

・ W3C は、WCAG のガイドラインを 2 年周期で更新する方針のもと、2018 年に 2.1 を

勧告にして、予定より遅れているが 2022 年に 2.2 を勧告にする見通しである。一方

で、JIS の改正は原則として 5 年周期である。個人的な意見であるが、2 年と 5 年で

サイクルが合わなくなっている状況で、JIS を WCAG と同じサイクルで更新してい

くという選択肢がありうるのか確認したい。 

・ 法的義務が無い中で、公的機関が 2 年周期での改正に対応していけるかという懸念も

あるが、最新のガイドラインを日本も採用すべきであるという考え方もある。一致規

格であることを重視する場合は、ISO が改正されるのを待たざるを得ないが、それが

理由で諸外国から後れをとり、一昔前の基準を使い続けることになるのは問題である。 

・ WAIC は JIS X 8341-3 の原案作成団体として、JIS X 8341-3 を ISO/IEC 40500 との

一致規格とする方針を続けるべきか、日本のアクセシビリティを高めるために違う考

え方を採用すべきか、例えばパブリックコメントなどにより意見を募るという取組が

あってもよいかもしれない。 

 
７-４-５.みんなの公共サイト運用ガイドラインの改定時期 

・ 5 年ごとに JIS を見直すサイクルが動いていれば、運用ガイドラインもそのタイミン

グに合わせて改定することでよいが、JIS の見直しがいつになるかがわからない状況

になっている。 

・ 公的機関では、毎年多くのホームページ担当者が人事異動で入れ替わり、十分な引継

ぎが行われない。JIS 改正や運用ガイドライン改定の時期に担当をしていた人は意識

が高くても、異動があると、その自治体の取組が以前の状態に戻ってしまう。総務省

から、新年度が始まるたびに、新しい担当者向けにアクセシビリティの重要性を伝え

てもらいたい。 

・ 障害者差別解消法が施行されて以降に、省庁や自治体ホームページに対して障害当事

者から改善要望はあったのかがわからない。障害当事者からは、改善してほしい時に

どこに言えばいいかわからない、という声を聞く。情報アクセシビリティに関しては

名ばかりの法律になっていないか。デジタル社会形成基本法にもアクセシビリティが

言及されており、それに期待をした人もいる。しかし、これといった変化の兆しが見

えないのが残念である。 
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・ アメリカではアクセシビリティに問題があるとして 2021 年に年間約 4,000 件提訴さ

れたサイトやアプリがあった。アメリカでビジネスをしている日本の企業も含まれて

いた。アメリカの企業では、提訴されたことをきっかけに、アクセシビリティに対応

したとか、企業文化が変わったという話がある。日本が取り残されており、歯がゆく

感じる。 

・ JIS X 8341-3:2016 は WCAG2.0 の達成基準を採用した。WCAG 2.1 は WCAG 2.0 に

達成基準を追加しており、WCAG 2.2 ではさらに新しい達成基準が追加される。

WCAG 2.2 では、WCAG 2.1 の基準はそのまま残り、新しい基準が９ぐらい加わるこ

とになる。JIS の改正を待たずに、WCAG2.2 に合わせて運用ガイドラインを改定す

るという手順もあり得るかもしれない。 

・ 個人的な考えであるが、JIS にとらわれずに、世界標準をキャッチアップしていくほ

うがよいのではないか。JIS を拠り所とすることを継続するのであれば、諸外国に後

れをとらないためにどうすればいいかを考えなければいけない。例えば、JIS への対

応を求めた上で、余力がある場合は WCAG 2.1 や WCAG 2.2 で加えられた新しい達

成基準への対応を推奨することができると、より多くの人が利用できるウェブサイト

になる。 

 
７-４-６.みんなの公共サイト運用ガイドラインの改定内容 

・ 公的機関の技術的な知識が無い人でも、組織的な取組を進めていけるように、運用ガ

イドラインは技術的なことではなく、取組の手順を示している。2016 年版の運用ガイ

ドラインが、現場の公的機関の職員からどう評価されているのか確認する必要がある。

良い評価なら踏襲すればよいし、改善の要望があるのであれば反映を検討するべきで

ある。 

・ 運用ガイドラインが担うべき役割か分からないが、技術的な変化について、公共機関

に情報が提供されると良い。例えば、動画コンテンツに字幕をつける対応について、

技術の進化で対応がしやすくなっているが、ウェブアクセシビリティ方針で対象外に

している公共機関が多い。 

・ スマートフォン表示のウェブアクセシビリティも重要である。 

 
７-４-７.ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表 

・ 運用ガイドラインのウェブアクセシビリティ取組確認・評価表のアプローチは悪くな
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いと考えている。W3C の WCAG3.0 で、ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表

のようなマチュリティモデル（成熟度モデル）を検討中である。 

・ ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表が、どの程度活用されているのか、役立っ

ているのかを確認し評価して、改善すべき点があれば JIS の改正を待たずに、ウェブ

アクセシビリティ取組確認・評価表だけ先にアップデートするというような取組も考

えられるのではないか。 

 
７-５．中村氏ヒアリング内容の要旨 
 
７-５-１.JIS改正の見通し 

・ JIS X 8341-3:2016 は ISO/IEC 40500:2012 との一致規格である。2021 年の見直し機

会では、ISO/IEC 40500:2012 が更新されていない状況を踏まえ、JIS X 8341-3:2016
を継続した。 

・ 一方で、ISO/IEC 40500:2012 の基となっているのは WCAG2.0 であるが、WCAG2.1
が勧告されてからかなりの期間が経過していること、EU 等で WCAG2.1 が採用され

ていることを踏まえ、WCAG2.1 あるいは WCAG2.2 を JIS に出来ないか、という意

見があることも認識している。ISO や W3C 側の動きを並行して注視していかなけれ

ばならない。 

・ ISO/IEC 40500 は 2012 年に発行され、5 年ごとの確認となっている。1 回目の 2017
年はそのまま継続となった。次の見直し機会は 2022 年と認識している。前回 2017 年

の記録を見ると 10 月 15 日にレビューが始まって 3月 7 日に終わった。 

・ ISO/IEC 40500 のレビューに関し、JBMIA（一般社団法人 ビジネス機械・情報シス

テム産業協会）が事務局である専門委員会 SC35 で、ウェブアクセシビリティ基盤委

員会（WAIC）としての意見を提示することになることから、それに向けて WAIC と

しての意見を検討していく。 
 
７-５-２.日本が採用するウェブアクセシビリティ基準 

・ JIS X 8341-3:2016 が ISO/IEC 40500:2012 との一致規格であることを、他の JIS や

ISO を踏まえて尊重することが大原則である。 

・ 個人的な意見であるが、さらに先々のことも考えなければいけない。今後の新しい基

準を日本が採用する際に、これまでのように一致規格として JIS にするのか、JIS の
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中の違う仕組みを用いるのか、他の方法を考えるのか、経産省や日本規格協会とも話

をしながら検討していく必要があるのではないか。 

・ JIS に基づいた取組を公共機関に働きかけている経緯も踏まえ、総務省とも、公共機

関の対応だけが遅れをとることがないように、あるいは公共機関が国際協調できなく

ならないように、といった観点も含めて相談が必要と認識している。 

 
７-５-３.次期 JIS改正、みんなの公共サイト運用ガイドライン改定の時期 

・ 当面の見通しとして、2022 年 6～7 月に WCAG2.2 が勧告されると、ISO/IEC 40500
のレビューが 10 月以降に行われ ISO になるという流れが一つの有力な選択肢として

想定される。しかし、あくまでもそのような流れがあり得ると想像しているに過ぎず、

W3C WAI に正式に確認をする必要があると思っている。 

・ JIS 改正原案作成は、必ずしも年度区切りで進める必要はない。ISO 化の時期が確定

していなくても検討を進められる可能性はある。 

・ これまでに翻訳している内容に基づいて検討できると想定しても、パブリックコメン

トなどの必要な手続きを考えると、検討を開始してから改正までに 1 年程度はかかる

ため、最も早く進行した場合で、改正公示は 2023 年の秋以降となるのではないか。 

・ 上記の JIS 改正の動きと並行して行なう場合、運用ガイドラインの改定検討は 2023
年度と想定しておくのが良い。WCAG2.2 の内容はワーキングドラフトが公開されて

おり、その内容を踏まえて運用ガイドラインの内容検討に着手することは 2022 年度

から可能かもしれない。 

・ 総務省として問題がなければ、運用ガイドラインにおいて、JIS への対応は must と

示しつつ、国際基準の動向を踏まえたリニューアルなどを推奨することができると良

いのではないか。 
 
７-５-４.みんなの公共サイト運用ガイドラインの改定の論点 

・ ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表について、認識していない公共機関もある

一方で、毎年の取組を検討する拠り所としているという話も聞く。確認・評価と結果

公表の取組を行っている団体を、評価してあげられると良い。 

・ 準拠だけにこだわりすぎてしまい取組が難しくなっているケースがある。準拠できな

い場合にどのように対応すべきかについて、WAIC と連携して運用ガイドラインに盛

り込む必要があると考えている。 
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・ 正確な内容とするために、ある程度のボリュームが必要となるのは致し方無いと考え

る。一方で、初めて取り組む人にも分かりやすくなるように、WAIC で対応できるよ

うな内容については切り分けるなどして、ボリュームを少しでも減らす良いと思う。 

・ WAIC の中では、Q&A の充実、初心者向けコンテンツの作成等の話が出ている。総

務省から、運用ガイドラインの改定方針を踏まえ、WAIC で検討するドキュメントへ

の要望等がもらえると良いと思う。 

 
７-６．運用ガイドラインの改定項目及び改定内容について 
運用ガイドラインの改定項目及び改定内容の論点について、有識者に対するヒアリング結

果を踏まえ、以下の通り整理する。 
 
７-６-１.公的機関の評価を踏まえた改定内容の検討 

・ 現場の公的機関の職員から運用ガイドラインがどのように評価されているのか確認し、

改定方針を定める。 
 
７-６-２.求める取組の概要を伝わりやすくする構成見直しの検討 

・ 求める取組の概要を端的に伝える要旨と、手順や注意事項の解説の切り分けをより明

確とすることを検討する。 

・ ページ作成に関わる注意事項の解説等について WAIC が作成公開するドキュメントに

役割を委ねて運用ガイドラインから割愛するなど、運用ガイドラインのボリュームを

削減することを検討する。 
 
７-６-３.スマートフォン等のアクセシビリティ対応推進の検討 

・ 障害者、高齢者のスマートフォン等での利用に配慮した取組が推進されるように検討

する。 

・ スマートフォン等のアクセシビリティを考慮した基準（WCAG2.1、WCAG2.2 等）を

踏まえた取組が推進されるように検討する。 
 
７-６-４.関連サイトのアクセシビリティ対応推進の検討 

・ 指定管理者などが運用する関連サイトも含めたウェブサイトのアクセシビリティの改

善を推進する。 



104 
 

 
７-６-５.「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」の活用推進に向けた検討 

・ ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表について、段階的にウェブアクセシビリテ

ィ改善に取り組むことを計画し確認することを促すドキュメントとして継続する。 

・ ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表が、どの程度活用されているのか、役立っ

ているのかを確認した上で、見直しの必要性を検討する。 

・ ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表による確認と評価を実施している団体を評

価する等により、適合レベル AA 準拠出来ているか否かの評価だけではなく、取組を

推進している団体を評価することを検討する。 
 
７-６-６.関連分野の動向を踏まえた改定内容の検討 

・ ウェブアクセシビリティに関わる技術的な変化を公共機関が認識できるように、運用

ガイドラインにおいて何らかの情報提供を行なうことができるか検討する。 

・ 日本版 VPAT の考え方を何らか踏まえることができるか検討する。 

・ デジタルヘルス、デジタル教科書など、関連する他分野の動向を、何らか踏まえるこ

とができるか検討する。 
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